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訳者前書き
本稿 は,ロ ルフ=シ ュテデ ィンク著 『協 同組合法概 観』 の邦 訳であ る。 原著
は,フ ンボ ル ト大 学協 同組合 制度研 究所 か ら2002年に発 行 されて い る(Rolf
Steding,DasRechtdereingetragenenGenossenschaft-EinVberblick:
BerlinerBeitragezumGenossenschaftswesen且eft55,Berlil1,InstitutfUr
GenossenschaftswesenanderHumboldt-UniversitatzuBerlin,2002)。著 者
で あ る シュ テデ ィンク氏 は,原i著 に よる と ポツ ダ ム大学 法学 部 民
法 ・団体法 講座 の主任 教授 であ る。 フ ンボル ト大学協 同組合制 度研 究所会員 で
あ り,ヘ ル マ ン ーシ ュ ル ツ ェ ーデ ー リ ッチ振 興 協 会 【Hermann-Schulze-
Delitzsch-F6rderverein】の理事長 を務め てい る。
1997年に シュテデ ィンク教授 の還暦記念 論文集 であ る 『協 同組合 と環境変化
【GenossenschaftenundUmweltveranderungen】』がLITVERLAGか ら発
行 され てい るが,主 として これ を参考 に して同教授 につい て簡単 に紹介す る。
1937年生 まれで あ り(協 同組合法 の第一 人者 であ るフ ォル カー=ボ イテ ィエ ン
【VolkerBeuthien】マ ール ブル ク大 学教授 が1934年生 まれで あ り,ほ ぼ 同年
代 で あ る),1959年ライプ ツ ィヒ大学 を卒 業,1965年法 学博士号 を取 得,1974
年 大学教授 資格 を取得 して いる。1969年か ら旧東 ドイ ツ国家学 ・法律 学 アカデ
ミー 【AkademiefttrStaats-undRechtswissenschaft】に在籍 し,1981年正教
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授 に昇任 して いる。1981年以降,廃 刊 され る1991年まで雑誌 『国家 と法
【StaatundRecht】』の主席編集者も務めている。東西 ドイツ統一後 は,1991
年に改組されたポツダム大学で法学部教授に就任 し,現在 に至っている。1991
年 フンボル ト大学協同組合制度研究所が正式 に創設されたが,そ の時か ら1994
年 まで研究所理事を務めている。既 に東 ドイツ時代の1980年代初めから,
原著で も言及 されているように 経済効率 と協同組合民主主義の関係 と
いった根本的な問題を一貫 して取 り扱っている。 ドイツ統一後は,旧 東 ドイツ
地域の協同組合 とりわけ農業 ・商業分野における生産協同組合の資本市場への
適合 プロセスに特に関心 を向けているという。記念論文集では概ねこのように
紹介 されているが,訳 者の知 り得た範囲では,旧 東 ドイツ地域の特殊問題のみ
ならず とりわけ最近では ドイッ協同組合法全般について論 じている
ようである。記念論文集が発行された1994年時点 と異な り,体制移行 に関わる
特殊問題の重要性が相対的に低下 していることも影響 しているのであろうか。
ドイッ全体に適用 される協同組合法 【GesetzbetreffenddieErwerbs-und
Wirtschaftsgenossenschaften】が制定 されたのは1889年である。同法は,1900
年(明 治33年)に制定 されたわが国最初の協同組合法である旧産業組合法の範
になった法律 としてわが国で知 られている。このような事情 もあり第2次 世界
大戦前には ドイツ法を比較の対象 として,旧 産業組合法に関する研究がなされ
ていた。
戦後,連 合国軍による統治下で産業組合法 は廃止され,協 同組合諸法が制定
された。すなわち 特別法も存在 したが 旧産業組合法 という単行法に
よってあ らゆる種類の協同組合が規整されていた戦前の状況 と異な り,戦後は
事業 ・組合員の種類別に異なった法律で規整 される分立法制 となっている。現
行の協同組合諸法はアメリカ法の影響が大 きいとされるが,協 同組合法の基礎
理論やわが協同組合法の今後のあ り方について研究するに際 してのみならず,
現行法の解釈論を展開するに際 しても ドイツ協同組合法に関する研究成果を参
考にできる点が少なからずあると思われる。
協同組合法の研究は戦後わが国では遅々たる状況にあ り,況や外国法に関す
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る本格的な研究はほとんど行われていない。確かに上柳克郎 ・大塚喜一郎 ・村
橋時郎の3先 生によって本格的な研究がなされているが,研 究後既に40年以上
経過 している。 この間協同組合を取 り巻 く環境の変化に対応 し,諸外国の協同
組合法は新たな動きを見せている。 このような動 きは,ド イツにおいても異な
るところはない。とりわけ1973年の協同組合法改正以降は,古 風な協同組合法
理論が修正されてきている。ヨーロッパ連合 レベルで も,域内市場で超国家的
に活動できる協同組合の設立を可能にする 「ヨーロッパ協同組合法」が制定さ
れた。このような流れを一言で述べると 「協同組合の資本化」であるが,わ が
国では資本化された協同組合 について未だ本格的な研究がなされていない。
協同組合法に関する上記のような状況について私たち3人 で話をす る機会が
あり,協同組合法研究を共同で行うことで意見が一致 した。そこで本格的な協
同組合法研究をする手始めとすべ く,原著の邦訳を行った。その上でシュテディ
ンク氏に邦訳公表の許可を求めたところ,ご 快諾をいただいた次第である。
原著 及びそれに対応 して本邦訳 は,3つ の部分か ら構成 されてい
る。第1部 は,「登記済協同組合 人的団体 と資本団体の中間に位置する法
形態 」である。学術論文であ り,理解するには協 同組合法 に関する一定
の知識 を要する。資本会社の手法に倣 うとい う協同組合における最近の傾向に
批判的であ り,資本会社 と異 なる協同組合 としての特色を発揮すべ きであると
い う立場で論 じられている。第2部 は,「協同組合法 質疑応答 一 」で
ある。協同組合法に関心があるが未だ知識のない者が,協 同組合法について概
観できるような質疑応答が並んでいる。第3部 は,「協同組合法上の重要語い集」
である。第1部 ・第2部 を読 んでいて理解で きない専門用語 に遭遇 したら,こ
の語い集に当たってみることをお奨めする。
邦訳は3人 で分担 した。多木誠一郎は 「はじめに」 と第1部 を,矢澤久純は
第2部 の多 くの部分(2.1-2.4)を,道 野真弘は第2部 の残 りの部分(2.
5)と第3部 を担当 し,各人が訳出した。その上で分担訳を持ち寄 り,平成16
年9月 ～17年3月にかけて検討会を4回 行った。
本邦訳により,わが国における協同組合法研究の進展にささやかながら寄与
242 商 学 討 究 第57巻第1号
することができれば幸いである。なお,本邦訳のうち多木誠一郎の担当部分は,
平成16年度科学研究費補助金(「協同組合か ら資本会社への組織変更に関する
比較法的考察」課題番号14720030)に基づ く研究成果の一・部でもある。ここに
記 して御礼申し上げる。
本邦訳を利用 されるに際しては,以 下の点に留意されたい。
(1)訳語につ いて
① 「Genossenschaftsgesetz」と 「Genossenschaftsrecht」
原著 では 「Genossenschaftsgesetz」と 「Genossenschaftsrecht」が使 い分 け
られ ているが,わ が国で は等 し く協 同組合 法 と邦訳 され て きてお り,本 邦訳で
も両者 いずれ に も 「協 同組合 法」 とい う訳語 を当てた。
本来Genossenschaftsgesetzは,GesetzbetreffenddieErwerbs-undWirt-
schaftsgenossenschaftenとい う法律 のみ を意 味す る。 これ に対 しGenossen-
schaftsrechtは,Genossenschaftsgesetzのみ な らず,協 同組合 につい て規整
す る他 の法律(例 え ば組 織変 更法 【Umwandlungsgesetz】,商法 【Handels-
gesetzbuch】),命令(例 えば協 同組 合登 記 に関す る命令 【Verordnungttber
dasGenossenschaftsregister】)とい った成 文法 に加 え,協 同組合 に関す る慣
習法 ・判例 法の よ うな不文法 を も含 む広 い概 念 である。
② 「eingetrageneGenossenschaft」と 「Genossenschaft」
「eingetrageneGenossenschaft(eG)」とは,Genossenschaftsgesetzの定
め る手続 きに したが って設立 された協 同組合 を意 味す る。協 同組合 登記簿 に登
記 す るこ とによって設立 される。原語 に忠 実 に 「登 記済協 同組合 」 とい う訳語
を当 てた。
これに対 し単 に 「Genossenschaft」とは,eingetrageneGenossenschaftの
み ならず,他 の法形式 をと りなが ら経済 的(実 質 的)に は協 同組合 の特 質を有
す る団体 を も含 む広 い概 念 である。そ の ような団体 として例 えば,第2次 協 同
組 合 たる連合会 組織 で しば しば見 られ る協 同組合 的株 式会社 【genossenschaft一
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licheAktiengesellschaft】があ る。 「協 同組合」 とい う訳語 を当てた。
③ 「Mitglied」と 「Genosse」
「Mitglied」とは,団体の構成員すなわち社員 を意味す る。協同組合では組
合員,株 式会社では株主である。これに対 し 「Genosse」とは,協 同組合の組
合員を意味する。
Mitglied,Genosseの両者いずれにも本邦訳では,基 本的には 「組合員」 と
いう訳語を当てた。ただ し協同組合の組合員 と他の団体の構成員を対比 してい
る場合や,広 く団体一般における構成員を意識 していると思われる場合などで
は,組 合員に代 え 「構成員」 という訳語を敢 えて当てた。
(2)邦訳中の記号について
① 【 】
原語を掲げる必要があるときは,【 】で囲んで掲げた。
② 〔 〕
理解を助 けるために訳者が挿入 したものである。
(3)ヨー ロ ッパ協同組合 法 につ いて
「ヨー ロ ッパ 協 同組合 法」が 第1部 で取 り上 げ られてい るが ,原 著執筆 時点
で は同法 は未 だ成立 してお らず,記 述 は草 案 に拠 ってい る。 ヨー ロッパ連合 理
事会 で承認 され,同 法 が成立す るの は2003年7月22日であ る。 同法 は,理 事 会
規則 と理事会指 令か ら構 成 されてい る。す なわ ち 「ヨー ロッパ協 同組合法 に関
す る2003年7月22日付 理 事 会規 則 【Verordnung(EG)Nr.1435/2003des
Ratesvom22.Juli2003uberdasStatutderEuropaischenGenossenschaft
(SCE)」お よび 「労働 者参 加 に関 して ヨーロ ッパ協 同組合 法 を補完 す る2003
年7月22日 付 理事 会指令 【Richtlinie2003/72/EGdesRatesvom22.Juli2003
zurErganzungdesStatutsderEuropaischenGenossenschafthinsichtlich
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derBeteiligungderArbeitnehmer】」である。これより先2001年10月8日には,
やは り理事会規則と理事会指令から構成される「ヨーロッパ株式会社法」が ヨー
ロッパ連合理事会で承認 され,成 立している。ヨーロッパ協同組合法 は,ヨ ー
ロッパ株式会社法と内容においては類似 している点が少なからずある。誤解を
恐れずにいうと,協 同組合の特殊性 を考慮 してヨーロッパ株式会社法 に修正を
加えたもの といえよう。
ヨーロッパ株式会社法については,わ が国でも詳 しく紹介 ・検討がなされて
いるが,ヨ ーロッパ協同組合法については,① 上田廣美 「ヨーロッパ協同会社
法(上)(下)規 則(R6glement1435/2003/CE)一」亜大39巻2号167
頁 ・40巻1号251頁(平成17年),②1993年段階の草案についてであるが,石 塚
秀雄 「ヨーロ ッパ協 同組合法の成立 と問題点」協同組合奨励研究報告20輯465
頁(平 成7年),③1991年段階の草案 についてであるが,正 井章搾 『EC国際
企業法 超国家的企業形態 と労働者参加制度 』(中央経済社,平成6年)
419-422頁(および421頁注(1)に掲げ られた諸文献)で 取 り上げられているの
みである。なお拙稿 「ヨーロッパ協同組合法規則 に関する覚書」神戸市外国語
大学外国学研究63号167頁(平成18年)でも取 り上げている。
平成18年4月28日
訳者 を代表 して 多木 誠一郎
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2.5
人的団体 と資本団体の中問に位置する法形態一
協同組合の芽生えと法的な理念型
協同組合という法形態が変化 〔しているという〕指標
登記済協同組合の独自性を際立たせる点:助成使命
株式会社への接近
一 登記済協同組合の展開の憂慮すべ き主たる傾向
ヨーロッパ協同組合法 一 登記済協同組合再生のきっかけ
協同組合法による登記済協同組合の構想上の新たな方向付けのための強制
協同組合 法形態の中で,チャンスのある企業法上唯一のもの一
〔第1部 多木 誠一郎 訳〕
一 質疑応答
協同組合という法形態の概念,種類および展開
協同組合の設立,定款および登記
協同組合における加入,組合員たる地位および責任
登記済協同組合の機関:理事会,監事会および総会
〔第2部2.1-2.4矢 澤 久純 訳〕
協同組合の資本基盤,監査および終了
〔第2部2.5道 野 真弘 訳〕
第3部 協同組合法上の重要語い集
〔第3部 道野 真弘 訳〕
は じ め に
登記済協同組合は,企 業の組織設計に関する種々の可能性 を調和させたもの
【Ensemble】という点で,ド イッ連邦共和国では独特の法形態である。19世
紀後半には既 に広 く利用され,今 日でもなお 数は減っているが 企業
の法形態として利用 されているという意味で,歴 史性 と今 日性 【Aktualitat]
を登記済協同組合は示 している。登記済協同組合の法的根拠は,協 同組合的関
係 を組織設計するために立法の際に示 された基本的な方向性 としての協同組合
法である。協 同組合の規整について習得 して知識を深 めるために,質疑応答の
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形で協 同組 合法 が本稿 で概観 的 に取 り扱 われ ている。 その際団体法 との関連 で
登記済協 同組合 の発 展 につ いて考察す る ことを通 して,か つ協 同組合法 に関す
る語彙集 を通 して,概 観が完壁 なものにな る。
もっ とも本稿 は,協同組 合法 に関す る入 門書 で も概説書 で も教科 書で もない。
本稿 は,協 同組合法 が対象 に してい る事項 に関 して概 観 を得 て も らお うとす る
にす ぎない。協 同組合 法 に関 して(詳 細 な)概 観 を更 に得 よ うとす る熱心 な読
者 は,と りわ け 以 下 の 今 日的 な 注釈 書 ・研 究書 を参 照 さ れ た い。Lang/
WeidmUller/Metz/Schaffland,Genossenschaftsgesetz-Gesetzbetreffend
dieErwerbs-undWirtschaftsgenossenschaften-Kommentar,33.AufL,Berlin
1997;Beuthien,GenossenschaftsgesetzmitUmwandlungsrecht,Kommentar,
13.AufL,MUnchen2000;Turner,DieeingetrageneGenossenschaftimSystem
desGesellschaftsrechts,G6ttingenl992;Glenk,DieeingetrageneGenossenschaf,
MUnchen1996;Steding,Genossenschaftsrecht,Baden-Baden2002。
主要 な構成 原理 において現行協 同組合法 は1889年に由来 し,立 法者 はその規
定 にあ ま り大 がか りな修正 を施 さなかっ た。 そ れゆ え 既 に失敗 した2回
の改 正の試 み後 協 同組合 法改正 の3回 目の試 みが議事 日程 に上 ってい る。
この改 正が不可 避 になった こ とは,少 な くとも協 同組合 学界 では明 白で ある。
更 に協 同組合実務 で も,登 記済協 同組 合 の発展 は ピーク に達 した とい う意見 が
増 えてい る。 そ こで は真 の問題 は,協 同組合 の発展が量 的 に下が ってい る こと
で はな く,協 同組合 制度 におい て少 なか らぬ 「誤 った状 況」が あ り,既 に相 当
程度 協 同組合 の実質 を喪 失す るに至 って い る点 にあ る。以 下 の解説 に よって
特 に項 目毎 に批判 的 に記述 され てい るので,法 律 家で ない者 に とっ
て も協 同組合法改正 に関す る議論 に接 近 しやす くな る。
〔は じめに 多木 誠 一郎 訳〕
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第1部 登記済協同組合
人的団体と資本団体の中間に位置する法形態
ドイツ連邦共和国の法秩序は,10以上にのぼる私法上の団体たる法形態を利
用できるようにし,そ れとともに同時に企業の組織設計に多 くの可能性 を与え
ている。原則 として選択権があるこのような可能性 は,人 的団体,資 本団体そ
して協同組合に及んでいる。 しかもこればか りではな く,〔①〕定款における
合意 について 自由を保障す ること,〔②〕ほぼ自由に個々の法形態 を相互 に連
結できること,お よび 〔③〕私法上の団体の組織変更やコンツェルン化 によっ
て,組織設計のヴァリエーションをも立法者は提供 している。加えて90年代に
入ってようや く,まずパー トナーシップ法ω,小 規模株式会社法および株式法
の規制緩和法(2)によって,次 いで組織変更法(3)によって本質的にこのような可
能性は高め られた。
法的生活において個々の法形態の利用頻度は非常 に異なる。ここ10年では資
本団体 とりわけ有限会社がかなりの増加 を記録 した。 しかもこればか りではな
く,更に合資会社 も重要性 を増 した。個人企業 ・合名会社 ・協同組合はかなり
減少 した。その例を示す と商業=登記簿に登記された有限会社数は,1999年初め
て815,000社を超 えて(4),これに対 して協同組合登記簿に登記 された協 同組合
数は,総 計9,484に激減 した(5)。主観的に見ればたとえ法政策 ・立法 ・法律相
談がこのような展開に影響を与 えているといってもよいとして,客 観的には以
下の事情が決定的であろう。明らかに問題なく,よ り少ない軋礫で資本団体 は
経済の競争秩序に順応するという事情である。
登記済協同組合 という法形態 は,団体法の種々の 〔法〕形態を調和させた1
ヴァリエーションである。人的に特徴付けられた法人 【K6rperschaft】として,
〔①〕人的団体 と資本団体のいわば中間に位置 し,〔②〕ある種の団体 と他種
の団体の特質を す ぐれて相互結合 させて1つ に融合 し(6),代えがた
い独自性 を協同組合は示 している。にもかかわらずその発展は下降 している。
新たに協同組合はほ とんど設立されていない(7)。それ どころか とりわけ合併 に
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よって毎年3桁 の数で減少 している。この状況をK・ シュミット【K.Schmidt】
は更に穏やかに,し か しおそ らく正確 に以下のように断言 している。「法的生
活 における登記済協同組合の意義は重要である。しか し商事会社の増加 と比べ,
協同組合法の意義はむしろ減少 している。経済的 ・法的な協同組合概念の崩壊
と,し か も加 えて協同組合法の複雑さと……関連 している」(8)。しか し時 とし
て登記済協同組合は団体法の体系書で言及 さえされてお らず(9),あるいは一種
の時代遅れの残存者 として団体法で取 り扱われている⑩。
1.1協 同組合の芽生 えと法的な理念型
近代的協同組合は19世紀中頃に成立 した。資本的に構成された株式会社に対
する法形態上の対抗モデルの一種 と考えられている。成立の経済的社会的背景
は,経 済リベ ラリズムによって引き起こされた自由競争であった。 自由競争に
よって力の著 しい不均衡 【Machtungleichgewichten】になり,手工業者 ・労
働者 ・農民の存在が脅かされていた。このような諸状況のもとで協同組合が出
現 した。H・ シュルッェーデーリッチ 【H.Schulze-Delitzsch】による幾多の
立法提案がなされた後,彼 が国会議員になることによって1867年3月27日プロ
イセンで協同組合は,ド イツの地では最初の協同組合法の対象になった。同法
は若干の修正がなされ,最 終的には ドイッ帝国法としても1889年5月1日に発
効 した(11)。本法の趣 旨では協 同組合 はアソシエーション概念 【Assoziations-
konzeptlに拠 っている。少 なくとも発生の経緯に拠れば同概念 は,経 済的に
のみ特徴付け られていただけではな く,い わば形成の出発点 【Gestal-
tungsansatzes】に敢えて結 びつけられ 一 同時に社会的目的の追求の余地を
も提供することになった。このような社会的な副次的目的は,登 記済協 同組合
の組合員指向という特質と調和 しているものの一段 と影が薄 くなっている。す
なわち 「草創期」では協同組合は,市 場への道 を追求する未だ進取の気性に富
んだ 【unternehmerische】形成物であったのに対 し,今 日では協同組合 は市
場にしっか りと根付いてお り,競争において互 していけるに違いないのである。
協同組合法によって権利能力を獲得する=登記済協同組合は,協同組合 「家族」
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の一部を構成するにすぎない。登記済協同組合は,例 えば 〔①〕民法上の団体
という形態で 〔(i)〕とりわけ登記済社団として,も しくは 〔㈹〕 より多 くは権
利能力なき社 団として,〔②〕有限会社 として,ま たは 〔③〕株式会社 として組
織 されうる経済的な協同組合 と区別される。すなわち登記済協同組合 は,理念
型を元来具体化する法律上の団体形式選択 自由の制限 【Typenbeschrankung】
の1表 現形態として設計されている(12)。理念型は,以 下のように言い換 えるこ
とができる。登記済協同組合は,組 合員に対 して法的には助成を使命とする私
法上の団体であった。事業関係は組合員の事業に制限され,組 合員は平等の議
決権(頭 数議決権)で 業務執行に積極的に影響 を与え,理 事会は栄誉職として
行動 した。元来の古典的な協同組合のこのような理念型が,経 済動向の影響に
より変化 したのは無理からぬことであった。
もっとも,こ のような変化にかかわらず協同組合法1条 の意味での協同組合
は,今 日で も相変わらず,関 心のある人すべてに経済的協同への参加の機会を
原則 として与えている。協同組合における社員たる地位について資本的な参加
は重要ではなく,第一次的には組合員の人的参加 によって特徴付けられる。そ
れゆえ協同組合的助成を受けるには,そ れほど多 くの資本出掲を要 しない。す
なわちとりわけ法人という構造で共通している資本団体 と異 なり,登記済協同
組合における社員たる地位 は持分引受けの結果ではなく,加入 〔申込み。訳注
:加入の申込みのための意思表示 の意味で用いているにす ぎない と思われ
る〕 ・承諾 ・組合員名簿への登録によって取得する。持分払込みに関する定款
上の義務 は,組 合員 たる地位取得のための要件でな く,既 に発生 している
【begrttndeten】組合員たる地位か ら導 き出されるものである。
1.2協 同組合 という法形態が変化 〔しているとい う〕指標
かな り長期 に渡 り協 同組合 は,ア イ デ ンテ ィテ ィ追求 と非協 同組合化
【Artverfremdung】の間で板挟み状態が既に続いている(13)。ここでは協同組
合の実体を,そ の間既にかなり喪失 していることは極めて明白である。その指
標 として例 えば以下の点がある。 〔①〕協 同組合の原則である自治 ・自助 ・自
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己責任が薄まっている点,〔②〕助成 目的違反の不可罰性,〔③〕理事会から栄
誉職が広 く排除された点,〔④〕同 じ条件による員外取引の取扱い,あるいは〔⑤〕
この間に法的に認め られた理事会の強大な権限 【Allmachtlである(10。協同組
合のアイデ ンティテ ィを現す原則が ますます意味がな くなってい ることを
もっともドイツの協同組合制度にのみ看取 され うることではない ㈲,
これらの指標は示唆 している。このような展開を明確に述べ ようとすると,人
的共同体法の要素を喪失 して資本団体法の要素が濃 くなったことが,協 同組合
に明らかに見て取れる。 このような展開をある一定のところまでたとえ理解で
きても,更 に展開がエスカレー トすれば,協 同組合 という法形態に内在するバ
ランスがひどく誤った状況 になりうる。
しかし協同組合 とい う法形態の理念型に,協 同組合は(未 だに)合致 してい
るのか,そ うだとして もどの程度合致 しているのかについて,協 同組合 を真摯
に評価するのであれば,協 同組合を区分することが求められる。すなわちいわ
ゆる大規模協同組合は 各協同組合の種類 にかかわらず 協同組合の実
体を極度に喪失 していることが,こ こではとりわけ明 らかである。かつて特に
重要であった協同組合法1条1項5号 の意味での消費生活協同組合は,社 会政
策上の役割を喪失した後,既 に多 くは協同組合セクターに別れを告げ,こ こで
はしばしば協同組合性を必ずしも具現化 していない点については,全 く言うま
で もない。しか し例をあげるとワイン醸造協同組合またはタクシー協同組合 も,
例えば信用協同組合より一層協同組合的であるのが通常である。信用協同組合
については 〔協同組合の〕法形態は,〔信用協同組合を〕譲 り受けたい と考え
ている関係者に対 し,今 なお一種の協 同組合的防盾 【Schutzschilds】である
にす ぎないこともしばしばなのである。
協同組合法では立法者は,比 較的小規模であり経済的自助を目指 した協同組
合における関係に,協 同組合法の規定を適用すべ きであることか ら確かに出発
しているのは明らかである。それにもかかわらず協同組合制度の進展は,大 規
模協同組合 比較的多 くの組合員がいて,幾 つ もの分野に渡 り,場所的に
比較的広範な範囲にわたる協 同組合的形成物 【Gebilde】として理解 されてい
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る に向けてより一層突 き進 んでいった。そのような大規模協同組合 の反
対者によって,以 下のように異議が出されている。そもそ も中規模の協同に落
ち着いている登記済協同組合では,そ れ 〔大規模化への進展〕によって協同組
合性が損 なわれている,と 。スイスの協 同組合理論家E・-B・ ブリュムレ
【E.-B.BIUmlelは,協同組合 という法形態の 「消耗 【Abnutzung】」 という
観点か ら展開されたかの異論 〔資本団体的要素の濃厚化〕の分析 を試みた。前
世紀の協同組合制度における根本的な変化 その変化の結果登記済協 同組
合の実際の形式 【Realtyp】は法律上の典型 【Legaltyp】か らはかなり乖離 し
た が示唆するところにしたがって,ブリュムレは以下のように述べた。「こ
の分析結果を背景にす ると,協 同組合のライフサイクルが浮 き彫 りになる。そ
れは一般的には,共 同経営体のライフサイクルと非常に似通っている……。全
身全霊での活動や リスクへの備 えによって,設 立 ・草創期 は特徴付 けられる
……。設立から時が過 ぎた協同組合では,設 立者の気風 を想起すべ きであるこ
とが薄れ,私 利私欲によって支配 される」㈹。このような解説が一見たとえい
くらか有益た りうるとしても,む ろん以下のような疑問がある。例 えば有限会
社になぜ当てはめてはならないのかとい う疑問である。それゆえより正確に見
ると,異 なる説明を試みなければな らない。
1.3登 記済協同組合の独 自性 を際立たせる点 【Punctumsaliens】:助成
使命
共同事業経営を通 して組合員の所得または経済の助成 をなす使命は,協 同組
合法1条 によると,協 同組合 という法形態 を利用するための根本的な要件であ
る。登記済協同組合 という法衣 【Rechtskleid】をまとった経済活動の法律上
唯一の目的を助成 目的が規定 している限りで,法 形態 としての協同組合にとっ
て,助 成使命 は実際上根本的に重要である。それゆえ助成使命は,多 様な法形
態の中で登記済協同組合の独 自性 を際立たせ る点である。 しか し学説における
のと同様実務では,以 下の点が明 らかである。「協同組合の助成使命の問題性
は以前よりも明確に認識されているが,以 前ほどは解決されていない。……実
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務のために助成使命を運用可能にすること,す なわち……助成 を最大限達成す
る明確な行為指針を開発す ることが とりわけ重要である」㈲。助成 目的の方向
付けの欠如は,非 協同組合たる競争者 と比べて登記済協同組合が特色を発揮す
ることにとって,既 に数十年来不利になっている。
登記済協同組合の助成 目的の方向付けの本質は,以 下の点にある。登記済協
同組合 によって達成 された剰余金は 他の団体におけるのと異な り,
持分に応じて構成員に分配 されるのではな く,事業の一部である個々の組合員
取引の方法で再分配される点である。「共同事業経営を通 じて組合員 を助成す
る義務から,以 下の点が結果 として導 き出される。協同組合にとって利益 を獲
得できるのかではな く,組合員にとって利益になりうるのかによって,組 合員
取引の条件 を協同組合 は定めなければならない」⑯。 しかしこのような取組み
を,大 多数の登記済協同組合は行っていない といってよいであろう。今や協同
組合法の制定以来かなり修正 された枠付けとなる条件の下では,市 場での条件
を考慮に入れることを,譲歩 して協同組合にも確かに容認しなければならない。
しかし組合員の犠牲で利益 を獲i得しないという目標 は,協 同組合 にとっては相
変わらず存在する。組合員経済 ・所得は,協 同組合法1条1項 によるとまさに
助成 されるべ きなのである。
助成使命を放棄 した場合の帰結は,以 下のような原則に団体法に示されてい
る。目的が法形態 を定め,それゆえ法形態は目的を追求するという原則である。
協同組合では目的とは,助成 目的である。協同組合 という法形態をとる企業を
経営する限 りでは,同 企業は助成 目的に拘束され,そ の 目的を追求 しなければ
ならない。 もっとも協同組合 とい う法形態 をとる企業には,〔①〕 自らの法形
態 と相容れない他のほとんどすべての企業が自由に利用で き,〔②〕今や現行
の組織変更法によって協同組合 にも多種のヴァリエーションで与えられている
かの機会も,開 かれている。すなわち法形態変更である。
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1.4株 式会社への接近 一 登記済協同組合の展開の憂慮すべき主たる
傾向 一
協同組合 は,ド イツにおいてのみならず 独特の展開を遂げている。
H・シュルッェーデー リッチも意図しているように協同組合は,資 本的利益 に
支配されて顧客の観点とは無関係に規定された匿名の企業への対抗軸を提供す
るという役割が割 り当てられるはずの法形態であった(19)。にもかかわらず数10
年来,協 同組合はより一層 自ら進んであるいは否応 なしに,株 式会社の方式を
部分的に借用さえして きた。かつて相容れないはずであった株式会社への接近
は,ひ いては登記済協同組合の展 開の憂慮すべ き主たる傾向になった。多 くの
徴候によって以下の点が示唆されている。 もはや機関構成や構成員 との結びつ
きという領域においてのみならず,協 同組合における資金調達に関 しても資本
的要素が一層濃厚に特徴付けられている⑳。しか しこのような展開を見通せば,
協同組合が基礎を置いている原則の意味を空虚なものにするに違いない。
このような展開を考慮に入れなが ら,協同組合が直面 している 〔株式会社へ
の接近について〕挑発を受けることについて,V・ボイティエン 【V.Beuthien】
は適切にも以下のように評価 した。登記済協同組合 という特別の法形態の団体
法上の構造は,と りわけ1973年協同組合法法改正の結果著 しく変容 した,と 。
すなわち 「助成経済上の自助 という協同組合の基礎的原則は,確 かに手がつけ
られていないままである。〔しかし〕協同組合的自治 という原則はかな り退いた。
組合員 自身による共同事業経営という自治の原則は衰えた。……それゆえ協同
組合は,不 可能な課題に直面 している。……一段 と急速に変化 している市場の
状況に自らの法形態を適合 させなければならず,か つ協同組合のアイデンティ
ティを維持することを要求されている」⑳。協同組合 の展開におけるこのよう
な二律背反性は,急 速に変化する環境において登記済協同組合 とい う法形態の
特徴を評価する際に熟考すべ き要点であるといってよいであろう。
団体法の法形態間にある境界 は,確 かに一般には一層流動的になっているの
で,株 式会社 と協同組合の境界が一層変更可能になるとしても,全 く普通であ
ると思われる。要するに有限会社 ・合資会社 と同様株式会社 も,少 なくとも部
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分的にかつ制限的には,各 団体固有の法 【Binnenrecht】や登記済協同組合の
構成原理を借用 している幽。いわゆる資本的協同組合によって,(有限会社 と
比べむろん制限された)協 同組合 における定款 自治を利用 し尽 くし,新たな協
同組合組織類型 を作るためのL・ フォルマー 【L.Vollmer】による団体法上の
独 自の試みもとりわけ存在するという事情が,更に加わる。資本的協同組合 は,
「利用 〔目的〕組合員 とともに資金的にのみ参加する者があること」によって,
従来の登記済協同組合 とは全 く異なっている㈱。この意味で問題は,登 記済協
同組合 の株 式会社 へ の接 近 では な くむ しろ,登 記 済協 同組合 が本 来性
【Originalitat】を喪失 している場合に,超 えているとみなされるにちがいな
い 〔接近の〕程度であるにす ぎないといってもよいであろう。
1.5ヨ ーロッパ協同組合法 【StatutderEuropaischenGenossenschaft】
登記済協同組合再生のきっかけ
ヨーロッパ統合 という状況下で,国 際的な枠組み 【Konturen】をますます
団体法は受け入れいている。企業協働 【unternehmerischerZusammenarbeit】
をする際の超国家的法形態とい う観点にも,このことは映 し出されている。1989
年7月1日,ヨ ーロッパ経済利益団体(EWIV)がヨーロッパ法初めての団体
形態 として ドイッ法域に根 を下ろして以降,別 の超国家的団体形態 も議題に
上っている。とりわけヨーロッパ会社法(SE)やヨーロッパ協同組合法(SCE)
である。その点で,ヨ ーロッパ協同組合法の規定か らドイッ協同組合法にとっ
て積極的な刺激が与えられうるのか否かが とりわけ問題である。前世紀の80年
代 においてなお ドイツ協同組合団体は,確 かに以下のような理 由によ りヨー
ロッパ協同組合 を法定する計画に総 じて反対 していた。個々の構成国における
協同組合 に対する理解 は大変異なっているので,「ヨーロッパ連合 レベルで協
同組合法 を統一す ることは,ほ とんど不可能,そ れ どころか有害 に思われ
る」⑳という理由である。この点について議論の余地があろう。いずれにせ よ
明白なのは,協 同組合的共同に関して全参加国にとってよい出来映えであると
して推奨 される法律上の基盤 【Nenner】を見いだす ことが,ほ とん ど不可能
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であるという事情であろう。なぜならその 〔基盤を見いだす〕にはヨーロッパ
連合の各国で,と りわけ歴史的 ・経済的 ・社会的諸条件が異なりす ぎるからで
ある。
このような背景で,ヨーロッパ協同組合法草案を最初から苦 しめていたのは,
共同体の基礎 として協同組合 にとって典型的な原則 に一致 させることは,多 大
な困難が伴って初めて可能になる点であった。 これに関して例 えば 〔①〕資本
より人が優先するという原則,〔②〕助成原則,ま たは 〔③〕協 同組合特有の
自己資本形成原則がある㈲。 この ような観点では,ヨ ーロッパ協同組合の法律
上の 「座標 【Koordinaten】」 によって,必 然的に以下の点も裏付 けられる。
すなわち協同組合 という法形態が長期に渡 り成功す ることは,一 方では協同組
合の特殊性維持,そ して他方では市場 という現代的な所与の事実への適合の間
でバランスをとれるのか否かにかかっているにもかかわ らず,こ のことはほと
んど成功 しないであろうという点である。例えば 〔①〕ヨーロッパ協同組合の
設立には最低資本金が必要 とされること,〔②〕それゆえたんに投資するのみ,
すなわち協同組合の助成性を利用 しない組合員を受け入れる可能性,〔③〕そ
れと関連 した組合員への種 々の剰余金割戻 し ・議決権の差別化を,〔ヨーロッ
パ協同組合〕法草案は定めている。特 に問題になる側面は,協同組合による(記
名式)資 本持分の発行可能性 を採用 した点にもある。それどころか持分は,条
件付 きで流通させることができ,つ まり取引可能である。多 くのことが,少 な
くとも以下の点を示唆する。「ヨーロッパ協同組合 における資本的要素は,〔協
同組合 という〕結合体の人的関係性 と比べて優位である(と 思われる)」㈱。言
い換 えると協同組合は,株 式会社 に一層逃避 しようとしている。
確 かにヨーロッパ協 同組合法は未だ可決 されていない。現行最新版である
2001年4月12日付協同組合法草案 は,い くつかの規定に未だ争いがあることは
ともか く,規整の最終状況ではないことは,今 日既に明らかになっている。そ
れにもかかわらず ヨーロッパ協同組合は,ヨ ーロッパ連合 を構成 し協同を望む
多数の国家間で協同組合的に協働する企業法形態 として,正 しい方向へ向か う
道であるといって もよいであろう。しか しヨーロッパ協同組合が ドイツ協同組
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合法の構成を再生す るきっかけになるのか否か という問いには,お そらく否 と
いわざるをえない。すなわちヨーロッパ協同組合法草案は,2つ の観点から超
国家的な適用領域における法形態の利益 を考慮 している。一方ではヨーロッパ
協同組合の各所在地 における協同組合法の適用を指示するδ他方では株式会社
への協同組合の接近が一層濃厚である。 しかし協同組合が置かれた板挟み状態
の解決策は株式法に拠 るのではな く,協同組合法の根本に回帰するところにあ
ろう。
1.6協 同組合法による登記済協同組合の構想上の新たな方向付 けのための
強制
ドイツ協同組合法 は,施 行されてから100年をかなり超 えている中で,
1930年代 と1950年代2回 の重要な改正の試みに直面 したが,2回 とも改
正に至 らなかった。 しか し協同組合法規整の個々の観点に関する1922年・1933
年 ・1934年の改正 とともに,1973年10月9日付協同組合法改正法によって,当
時まで支配的であった協 同組合に対する理解 にかなり介入 した。 この介入は,
協同組合法形態にとって生来的に特徴的な 「1人1票」原則を緩和することに
も,協 同組合経営を特 に促進する組合員のために協同組合法43条3項によって
複数議決権を付与する可能性 このような可能性が利用されるのは比較的
珍 しいことにす ぎない が採用された ことを通 じて関係 した。 しかし介入
の程度は大 きくなかった。 というよりむしろ協同組合法27条1項によって,日
常業務の執行に関する理事会の完全な自立 に,こ の介入はとりわけ関係 した。
協同組合法27条1項によって 「いつで も業務執行措置 を意のままに行い,議 決
し,ま たは取 りやめることができる広範な権限 このような権限は,組 合
員経済を助成するために設立された協同組合 における組合員の支配的な地位の
現れである を有する協同組合の最高機関として重視 されていた従来の地
位 を,総会はこの限 りで(喪 失した)」㈲。
登記済協同組合の組織が立法によって根本的にこのように改革 されたことに
よって,協同組合法の中に資本団体法が 「浸入」することがお膳立てされたが,
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このことは,激 しく変化 している協同組合の経済環境条件の下では,確 かに部
分的には理解できる。 しか しこの浸入によって基本的支柱 すなわち協同
組合的民主主義 が奪 われた という意味で,法 形態 としての登記済協同組
合は,内 部バ ランスが崩れた㈱。取 り巻 く状況の圧力下で協同組合 も絶えず変
化 しなければならないことについては,確 かに何 ら疑いはないといえる。しか
しその際パラ ドックスではあるが,協 同組合が市場で将来 自己主張する場合に
は,協同組合 は根本精神や内部の原動力に立ち返って考慮することになる。「協
同組合が,迎 合すること 【Anpassung】ではなく協同組合 としての特色を出
すこと 【Profilierung】に全幅の信頼 を置 く場合のみ,資 本力のある……競争
者との競争 に対 して……長期 間存続す る機会 を協同組合 は有 している」㈲。こ
の点について,登 記済協 同組合に関して以下の ように断言 しているC・ シュ
トゥムプフ 【C.Stumpf】に も完全 に賛 同すべ きであ る。 「他 の人 的団体
【Personenverbanden】と異なる協同組合 に際立った特色は,人 的要素 と法人
構造の結合である。その点に将来においてリスクもあるが,チャンス もある」⑱①。
それにもかかわらず将来のためにこのような考え方を貫徹するには,協 同組合
法の一連の規定の革新が必要であ り,この革新はもはやこれ以上先延ばしで き
ないのである。
明 らかに,賢 明な立法者の法形成上の影響力を協同組合法は象徴 している。
さもなければ,既 に100年を超 える問この法律が試練に耐え,有 用な枠組みを
協同組合に与えてきた理由を説明で きないであろう。しか し協同組合の設立に
対 して関心がある者および協同組合は,提 出されるべき法律について回答 を要
し,し か も少な くともさ しあた り一般的理解を要す る質問をすることが多 く
なっている。そのような質問は,とりわけ以下の事項に関わることである。〔①〕
費用がかかる登記済協同組合の設立手続 き,〔②〕中小企業向けの地域指向た
る法形態 としての協同組合の提示,〔③〕組合員数の最低数引下げ,〔④〕員外
取引の画一的な許容および取扱い,〔⑤〕複数議決権の利用,〔⑥〕協同組合諸
機関における権限分配,〔⑦〕登記済協同組合における栄誉職の役割,〔⑧〕個々
の協同組合の利益になるような系統機能,お よび 〔⑨〕協同組合の資本の調達
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【Kapitalausstattung】で あ る 。
1.7協 同組合 法形態の中で,チ ャンスのある企業法上唯一のもの
協同組合 は一 他の団体形態 と比べて い くつかの特質を有 している企
業形態であ り,その特質は協同組合のみに固有のものである。それにもかかわ
らず有用性について企業形態間で概観するのは,全 く適切である。「協同組合と
いう法形態はなお時代 に合っているのか」 という問題設定の下で,例 えばM・
K・ビンツ 【M.K.Binz】とG・ フロイデンベルク 【G.Freudenberg】が登記
済協同組合 と株式会社の間でそのような概観をした⑳。そこでは概ね以下のよ
うな結論になった。比較的小規模の登記済協同組合は,登 記済協同組合 という
法形態で相変わ らず上手 く対応できるといって もよいだろうが,大 企業では株
式会社が登記済協同組合より法形態 として優 っている。それゆえ登記済協同組
合 はなお時代に合っているのかとい う質問には,区分 してのみ答 えることがで
きるという結論である。その際協同組合 という法形態は,比較的小規模の協同
組合にとっては,全 く将来において も存在理由を有するといってよいであろう
という。例えば設立,業 務執行または責任のような表面的な基準 にのみこのよ
うな評価は結びつけられてお り,法形態の根本にある考え方にまで達 していな
いという理由により,かつその限 りにおいて,こ の評価 には疑問が投げかけら
れるのはいうまでもない。しか しこの評価 には,限定的ではあるが説得力はある。
登記済協同組合は,歴 史的には真価を発揮 してきた。 しか しこのことのみに
よって将来における成功が保証されるわけではない。繰 り返 し新たに種々の努
力 を協同組合が している場合にのみ,将 来における成功は保証 される。この努
力 によって,〔①〕組合員 と組合 との結びつきを強め,協 同組合が人的要素を喪
失するのを防 ぎ,〔②〕助成経済上の思想 ・行為 を強化 し,〔③〕株式会社にお
けるようなプリンシパル ・エージェン ト関係 【Principal-Agent-Verhaltnisses】
の貫徹に煩わされることを止め,〔④〕株式会社の一種として登記済協同組合を
特徴付けることへの行き詰まりを終息させ,〔⑤〕登記済協同組合の員外取引を
例外 として実際に行 うのである。 しか も登記済協同組合の法律上の座標はこの
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問著 しく変化 したので,協 同組合法の革新 によってもこれ らの努力が後押 しさ
れなければならない。法的形象 【Rechtsfigur】として登記済協同組合は,団 体
法の多様な形態の中で注 目すべき唯一・のものであ り,登記済協同組合 という法
形態を放棄すれば,企業における組織設計の自由に不十分さが生じるであろう。
それゆえ魅力的な登記済協同組合に向かうこと,それによってあ りうる危険か
ら登記済協同組合 を守ることに,立法 も奉仕 しなければならない。 してみれば
遅かれ早かれ,協 同組合法の改正も議事日程に上るであろう。
登記済協同組合は,企 業法上の終末モデル 【Auslaufmodell】ではない。 し
かし登記済協同組合の企業組織は現代化 されていないので,不 適切 にも多様 な
団体形態の周辺部分に今まで以上に追いやられる危険が増大 している。その際
厄介 なことは,主 として協同組合数の減少 にあるのでは決 してない。なぜなら
それだけでは,未 だ大変憂慮する原因ではないからである。そうではなく憂慮
すべ きは,協 同組合の理念型が変形することや他の企業形態から協 同組合 を区
別 して協同組合を際立たせている件の特性 に歪みが入 ることである。登記済協
同組合形態を放棄すれば,企 業における組織設計の自由に不十分 さが生 じるで
あろう。それゆえ魅力的な登記済協同組合 に向かうこと,そ れによってあ りう
る危険から登記済協同組合 を守 ることに,立 法 しかもこればか りではな
く定款設計お よび協同組合実務 も奉仕 しなければならない。そ うすると
協同組合は,未 来ある私法上の団体 になるであろう。
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第2部 協同組合法 質疑応答
2.1協 同組合 という法形態の概念,種 類および展開
登記済協同組合 とは何ですか。
登記済協同組合は,企 業のための法形態の一つです。登記済協同組合は,そ
の法的性質か らみれば,団 体法の中で人的団体 と資本団体の中間に位置 し,両
類型の性質をある程度,併 せ持 っています。 したがって,登 記済協同組合は,
団体形態の中の 「ゴクラクチョウ」 と呼ばれることもあ ります。登記済協同組
合 は,1889年にでき後 に幾度 とな く改正 されている協同組合法によって規制さ
れてお り,構i成員数 を限定せず,共 同の事業活動により構成員の所得または経
済を助成することを目的とする団体 と理解 されています(協 同組合法1条)。
商工業,農 業,信 用事業,住 宅建設お よび小売業は,登 記済協同組合という法
形態にとって,特 に列挙されている起点 となる分野なのです。
協同組合法は,ど のような構想の下に設計 されているのですか。
協同組合法の立法者は,協同組合法 を次の ようなもの として考えていました。
すなわち,登 記済協同組合の設立(そ れへの加入 も含 む),協同組合 とその組
合員との法的関係,機 関の組織構造(理 事会,監 事会,総 会および総代会),
協同組合の監査制度,組 合員たる地位お よび登記済協同組合の終了(解 散ない
しは清算)は,そ して罰則規定についてまでも,基本 となる一般的規定に従っ
て規制される,と 考えていたのです。 しかしなが ら,(100年以上 も経過 した)
法律のこの論理は,利用者から見て一 目瞭然となっているわけではあ りません。
協同組合法の他に登記済協同組合 に対 して適用される規定として,ど のよう
なものがあ りますか。
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協同組合法以外に,協 同組合 にとって重要性があ りかつそれに適用されてい
る一連の諸規定が存在 します。 これはとりわけ,商法典の中の商号権,商 事代
理および商業帳簿についての規定,組 織変更法における組織変更についての規
定,な らびに破産法における破産手続についての規定のことです。もちろん,
このような関連においては,登 記済協同組合 に関する登記規則(GenRegVO)
や団体 お よび協 同組合 の解 散お よび清 算に関す る法律 【Gesetzttberdie
Aufl6sungundL6schungvonGesellschaftenundGenossenschaften】につい
ても言及 されなければな りません。
登記済協同組合は,企 業設計上,ど のような特色 をもっているのですか。
登記済協同組合には,企 業設計上,人 的団体または資本団体 とは異なるい く
つかの特色があ ります。 したがって,例 えば,登 記済協同組合における組合員
たる地位は,組 合員の表面上の資本的な参加 によってではなく,む しろ人的な
参加によって特徴づけられています。それゆえ,人が資本に優先するのです。
その限 りにおいて組合員は,協 同組合による助成を受けるために,資 本 として
の大 きな出指 を必要 としません。協 同組合によって市場 における組合員の地位
が高 まることは,む しろ,登 記済協同組合内における力の結集を根源とするの
であって,こ れにより,特 に大 きな相乗効果が生 じるのです。 しかしなが ら,
最後に特に指摘 してお くべ きことは,と りわけ加入希望者にとって登記済協同
組合 を魅力的なものにする性質が2つ 存在するとい うことです。それは,第 一
に,最 低払込額 と持分額が相対的に低 いということ,第二に,各組合員が 〔組
合の〕意思形成と共同決定に関わることが容易であるということです。
なぜ助成 目的が,登 記済協同組合 にとって基本的役割 を演 じることになるの
ですか。
共同の事業活動による組合員の所得または経済の助成は,必然的に協同組合
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の(唯 一の)目的です(協 同組合法1条1項)。 こうして,助成 目的の追求は,
登記済協同組合が継続的に発展する唯一の可能性であることが明 らかとな りま
す。 さもなければ,登 記済協同組合は,(目的のみが法形態 を規定 し,そ れゆ
えに法形態は目的に従 うという,団体法上認められている原則 に従って)
お決 まりのように行われていることですが この法形態 を捨てざるをえな
くなるでしょう。 しか しながら,こ の点において,80年代以降ますます,協 同
組合制度のい くつかの分野において,許 容された限界を超えることが起 きまし
た。そ して,い くつかの登記済協同組合により,組合員による助成要求 と市場
における競争の要請との問で危険な綱渡 りが行われてきています。このことは,
とりわけ,組 合員取引と員外取引との問の何 ら考慮することない区別のない取
扱いという点で,明 白となっています。
協同組合の法形態上の問題性 はどこにあるのですか。
協同組合の特別な問題性は,か な り前から登記済協同組合がアイデンティ
ティーへの到達 と基本的特質の変容 との問において継続的な板挟み状態にある
ことです。 この場合,時 間が経つにつれ,あ る程度,協 同組合の実体が既に喪
失して しまっていることははっきりしています。その指標 となるのは,例えば,
自治,自 助および自己責任 といった協同組合の諸原則の稀釈化,助 成目的違反
の無処罰化,理 事会からの栄誉職の広範な排除,員 外取引の平等条件による取
扱い,あ るいは法律上明確に定められた広範囲の理事会権限です。これ らの指
標は,協 同組合法が理解 している登記済協同組合のアイデンティティー原則 を
弱めることを示唆 しています。 もっともこのことは,ド イツの協同組合制度に
おいてのみ見 られることではあ りません。
協同組合法1条1項 による,登 記済協同組合の種類の列挙は,限 定的列挙な
のですか。
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協同組合法の立法者は,協 同組合法1条1項 によって,登 記済協同組合の概
念を定めるだけでなく,その種類の列挙をも行なっています。詳 しく言えば,
そこでは,信用協同組合,仕 入協同組合,販 売協同組合,生 産協同組合,消 費
協同組合 【Konsumgenossenschaftenl,手工業 ・利用協同組合 【Werk-bzw.
Nutzungsgenossenschaften】,および住宅建 設協同組合 【Wohnungs-
genossenschaften】が挙げ られています。もっともこれ らは,19世紀末に協同
組合形態をとっていた企業体の最 も重要な起点 となる分野を占めていた協 同組
合であるにす ぎません。それゆえ,本 法の列挙は,限 定的列挙ではな く,例示
的列挙であるにすぎないのです。 したがって,そ れは,例 えばコンピューター
協同組合,技 師協同組合あるいは高齢者協同組合 といった,登 記済協同組合の
現代的な種類に対 しても開かれているのです。
いわゆる代替的協同組合 もまた,協同組合法の適用対象に含まれるのですか。
代替的協同組合 とい う概念 は,法律用語にはあ りません。そうではあっても,
一般に,生産協同組合のような企業にして,経 営者が(他 者の決定 した仕事を
するのではなく)民主的な自治へのあこがれ または環境保全 に関 して責任 を負
うことの可能な経済活動への努力を基礎 として仕事の動機付けをしているもの
が,こ れに当たると理解 されています。協同組合の理念の歴史的な準則,と り
わけ自助の理念は,こ のような代替的協同組合において,か つては時 として強
烈にイデオロギー的に特徴づけられていた協同組合の場合 とほとんど同様 に,
しばしば一つの役割を演 じています。しか しながら,通常それらは,協 同組合
法の意味での登記済協同組合ではあ りません。なぜ ならそれらは,た いてい,
協同組合協会による義務監査(設 立の監査)を 受けていないし,協 同組合登記
簿に登記されてもいないからです。 したがって,そ れ らは,協 同組合法 におい
て登記済協同組合 のためになされている類型制限に従 っていない ものなので
す。
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登記済協同組合は,法 事実的にどの ように展開しているのですか。
ドイツ連邦共和国内の協同組合の展開についての統計によれば,登 記済協同
組合の規模は(と りわけ合併が原因 となって)増 大 しているものの,数 は減少
しています。20世紀初頭 にはまだ,様 々な業種 において全部で2万5千 を超 え
る協同組合が存在 していましたが,時 が流れて20世紀末には,こ の数は半分以
下にまで減少 し,現在では登記済協同組合はすでに1万 前後であることが分か
ります。 もっとも,こ のような展開は構造上の変化に伴うものでもあり,この
変化は,遅 かれ早かれ,協 同組合法の中でなん らかの変化に行 き着 くでしょう
(行き着かねばならないのです)。
登記済協同組合 と国家 との関係 は,
すか。
どのように特徴づけることができるので
協同組合は,協 同組合法によれば,自 治の原則に従って設計 されている私的
自治の団体です。このことか ら,国家 と協同組合 との関係における一般的な法
定の制限が引き出されます。そうであるにもかか らず,法 により協 同組合制度
の基礎的輪郭線 を対内的 ・対外的に定め,そ してまた,登 記済協同組合のため
にそれ以外のあ らゆる枠付 け条件 を創設す ることは,国 家の任務です。こうし
て協同組合は,そ の構成員のための止まることのない発展が保障される可能性
を見いだすのです。 しかしながら,協 同組合のための国家によるあ らゆる援助
は,協同組合の 自助 を引 き合いに出してH・ シュルツェーデーリッチによって,
協同組合法において拒否されました。 というのは,国 家による援助は,登 記済
協同組合に対 してその代償を求めることとな り,そ して自己の努力 を弱めさせ
ることになるとされたか らです。
登記済協同組合は,典 型から外れて創 ることもできるのですか。
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団体法は,確 かに,個 々の法形態に従い相応の理念型によって類型化 されて
います。しか も,私法上通用 している契約自由の原則は,協 同組合の典型か ら
外れた設計を許容 しています。紛れもな くここでは,登 記済協同組合ではあっ
て も,その実際の構造が(協 同組合法による)登記済協同組合の 〔本来の〕適
法な構造か ら逸脱 し,し たがって登記済協同組合の法定の理念型か ら逸脱して
いる登記済協同組合が問題 となっているのです。典型か ら外れることで起 こり
うる変種 は,(その都度その都度の団体契約によって規整 される)類型の拡張,
類型の変形,ま たは類型の混合です。協同組合法の枠 内で,登 記済協同組合の
典型から外れた設計もまた可能であり,また許容 されています。 しかし,協 同
組合的形成原理を用いた別の法形態の変形は頻繁 に行われています。例 えば,
協同組合的株式会社,協 同組合的有限会社,そ して協同組合的合資会社が,こ
のことを裏付けています。
登記済協同組合の組織変更の可能性 として,どのようなものがあるのですか。
登記済協同組合は,組 織変更法によって,変 わ りゆく枠付 け条件および競争
条件に法的に順応 させる多 くの可能性 を有 しています。詳しく言えば,そ こで
は特 に,合 併(組 織変更法79条以下),消滅分割 【Aufspaltung】,存続分割
【Abspaltung】および分離独立 【Ausgliederung】〔訳注:こ れら三者 につい
ては,分 割の態様 について定めている組織変更法123条に定義がある。〕という
変種での分割(同 法147条以下),ならびに法形態の変更(同 法251条以下)が
問題 とな ります。こうして協 同組合は,そ の構造を再三再四,新 たな要求に順
応させ ることのできる法的手段 を自由に使 うことができるのです。
協同組合 もまたコンッェルンを形成することがで きるのですか。
コンッェルンの形成は,異 なった法形態をとる私法上の団体にとって,最 上
位に位置する企業法上のテーマです。それにもかか らず,と りわけ協同組合の
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コンツェルンは,多 かれ少なかれ協同組合の堕落そのものであるとされていま
した。 しか しなが ら,1922年の協同組合法改正によってすでに,コ ンツェルン
の形成によって助成 目的に役に立つ という要件の存在する場合 には,登 記済協
同組合は他の団体に参加可能であるということが定め られていました(協 同組
合法1条2項)。 ところが,時 が経つにつれ,株 式法15条ないし19条の適用 に
おける狭義の過半数保有,従 属関係およびコンツェルンという形での結合の形
成 は,協 同組合制度 においても普通のこととなっています。
株式会社は,法 形態上,登 記済協同組合 に代わるものなのですか。
そもそも協同組合は,も ともとは法形態上,株 式会社に対立するモデルとし
て発生 したもので,自 助の事業体 として,株 式会社の理念型 とは根本的に異な
る理念型に導かれています。つまり,持分の額が低 くかつ組合員による意思形
成 に広範な人々が接近しやすい助成経済的組織であるとい うことです。このよ
うな相違はあるとしても,登記済協同組合 と株式会社 との間には,少なくとも,
数多 くの構造上の共通点も存在 しています。これは時 として,株 式会社は登記
済協 同組合にとっての可能な一選択肢であるとの主張をするきっかけとして用
いられます(あ るいは濫用 されます)。しか しなが ら,こ の主張は適切 ではあ
りません。 とい うのは,株 式会社 と登記済協同組合は,互 いにそれぞれの理念
型では二律背反の状況にあり,その限りで代替可能なものではないか らです。
つまり,2つ の法形態は,団体法において独 自の位置を占めているのです。
ヨーロッパ連合の枠内で,法 的に規整 される協同組合の変種がすでに存在 し
ているのですか。
団体法の発展の趨勢は,ヨ ーロッパ化の中にあ ります。 しかしなが ら,これ
までは,企 業のための超国家的な一法形態がようや く(しかも1985年以来)存
在 していたにす ぎません。つ まり,ヨーロッパ経済利益団体(EWIV)です。
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これは,核心においてフランスの法形態に由来するものであ り,構成員の経済
活動を容易化 または発達 させてこの活動の効率 を改善することを目的とする人
的団体 として理解 されるものです(EWIV規則3条1項)。 このとき,少 なく
とも,2人のEWIV構成員が ヨーロッパ連合構成国の異なる国に属 してお り,
そしてこれらの国においてその(主 たる)経 済活動を行なっていなければな り
ません。EWIVは,そ の構成員みずからの経済活動 との関係 において助成 目
的に向けられた援二助の機能がそれに与えられている限 りで,ド イツ法の理解で
はすでに本来の協同組合の変種なのです。 しかし,こ れと並んで,ヨ ーロッパ
協同組合(SocietasCooperativaEuropaea=SCE)法の提案が存在 しています。
この提案は,確 かに,ヨ ーロッパ株式会社(SocietasEuropaea=SE)法草案
と結びついて再三再四,議 論の対象 となっていますが,な お もヨーロッパ連合
によって可決 されていませ ん。
2.2協 同組合の設立,定 款および登記
協同組合法は,登 記済協 同組合の設立のためにどのような手続 きを定めてい
るのですか。
登記済協同組合の誕生 は,登記済社団 と似ています。つまり,(1)定款が最低
7人の構成員(設 立者)に よって,単 純な書面形式で作成されなければな りま
せん(協 同組合法4条,5条)。(2)協同組合 は,理 事会 と監事会の選任後,理
事会 により,定款,機 関の選任に関する議事録,お よび協同組合登記簿へ登記
するための設立監査に関する監査団体の証明書を添付 して登記の申請をしなけ
ればな りません(同 法9条,11条)。(3)裁判所 は,綿 密な検査の後,協 同組合
の登記を行い,登 記によって協同組合は法的人格のある法的地位 を獲得 します
(同法11a条,13条)。
協同組合は,任 意の助成 目的のために設立することが許されるのですか。
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協同組合法1条1項 によれば,登 記済協同組合は,所 得または経済を助成す
る協同組合 と理解 されえます。したがって,そ れは,経 済的目的を追求する私
法上の団体なのです。そうではあっても,その ときそのときの目的は,確 かに
全 く狭 い意味で理解 してはなりません。ついには,例 えば,組 合員が九柱戯場
の建設 と維持のために結集する こうすれば,特 別に有利に九柱戯 をする
ことが可能 となります 登記済協同組合 を形成することも判決によって是
認 されるにいた りました(RGZ133,S.170)。このような意味で,登 記済協同
組合 は,い わば付随的にスポーツ,文 化,お よび保養に対する組合員の利益 を
も満たす ものであることが考えられるで しょう。
登記済協同組合の設立 に際 して,ど の ようにすれば,法 定の 目的とは異なる
目的を追求することができるのですか。
登記済協同組合による経済的な組合員助成の原則 というのは,登 記済協同組
合は自らの助成 目的を,決 して精神的な助成 目的の追求のみを行 うことにして
はならない という意味です。つまり,法秩序は,こ れにふさわ しい法形態とし
て民法21条の登記済社団を用意 しているのです。このような(非経済的)観 念
的社団は,全 く経済的 目的を追求 していないということによってまさに協同組
合 と一線 を画 しています。 しか しながら,登記済協同組合 と観念的社団との間
に境界 を引 くことは,法 実務においては困難です。 もっとも,判例および法理
論においては,登 記済協同組合 という法形態にはいわゆる付随 目的追求特権が
認められていなければならないという点で,見 解 は一致 しています。 これによ
れば,経済的助成 目的 と結びついた精神的付随目的(例えば,継続的教育)は,
登記済協 同組合 という法形態と矛盾することはないのです。
登記済協同組合の設立に先だって,ど のような課題が解決されていなければ
ならないのですか。
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協同組合の設立の前に(な お)解 決されるべ き課題 としては,と りわけ,二
つのことがあります。第一の課題は,協同組合的経営の準備に関することです。
というのは,協 同組合は経済的企業であ り,そ して後には市場 において自己を
主張 していかねばならないか らです。設立者はいわば,協 同組合施設をも利用
する最初の組合員であるので,協 同組合経営に関する要求は,先 ず第一に,そ
の組合員の経済的実状および必要から定め られるのです。いま一つの課題は,
市場機会の評価,潜 在的組合員集団ない しは外部の顧客集団の計算に関するこ
とです。さらにこれに,補 足的措置 として 営業範囲および資本需要
の評価な らびに最大生産能力の決定が付 け加わ ります。
協同組合の創立総会は,ど のような役割を演 じるのですか。
創立総会の任務 は,定款の作成および最初の理事会 ・監事会の選任です。創
立総会 と後の総会 は同一であるので,協 同組合の新規設立に際しては先ずその
ような創立総会が招集されなければならないことになります。この招集につい
ては,〔総会の招集について〕協同組合法46条1項が1週 間とい う最低限の期
間を定めているの とは異な り,〔通知の〕期限も形式 も定められていません。
しか しなが ら,協同組合法4条 を守るために最低7名 が創立総会に参加 してい
なければなりません。 しかし,通常は,こ れより多い人数が参加 していること
で しょう。 というのは,組合員数は加入および脱退の可能性 によって変化 しま
す し,組合員が7名 未満に減少 した場合 には協同組合の存在が危険になるか ら
です。
協同組合の定款の特別な意義はどこにあるのですか。
〔定款を意味する ドイツ語である〕Statut(これは,Satzungの古めか し
い表現です)は,協 同組合の合意内容であり,登記済協同組合の成立に際 して
のいわば設立文書 とも言えるものです。 したがって,定 款は,設 立者によって
協同組合法概観 273
作成される文書であ り,「協同組合」 とい う組織に生命を吹 き込むための もの
です。それは,協 同組合法を根拠 としかつそれと調和す るすべての必要不可欠
な定めか らなっています。この定めは,協 同組合の 目的および活動,な らびに
協同組合 と組合員 との関係 および組合員相互間の関係 を規整するものなので
す。
立法者は,定款 に対 して,ど のような内容上の要請をしているのですか。
基本的に定款は,協 同組合法6条 ない し8条によって定められている一般的
な内容上の要請に適合 していなければなりません。立法者は,こ の要請を,定
款の絶対的必要記載事項 と相対的必要記載事項に区分 しました。定款の(強 行
的)絶 対的必要記載事項を一つ一つ挙げれば次のようになります。すなわち,
名称および所在地,事 業の目的,破 産 した場合の追出資の方式,総 会の招集の
形式および議事録の形式,決定やその他の情報についての公告の方式,持分額,
法定準備金の設定です。
協同組合法は,登 記済協同組合に対 しても定款 自治を認めるのですか。
定款 自治は,立法者によって許された,規 制から外れる権限と理解されてい
ます。この自治を,協 同組合法は,登記済協同組合 に対 しても認めています。
例えば,協同組合法24条2項は,「理事会は,総会で選任される2名 の理事によっ
て構成 される。定款 により,それ以上の員数および他の選任方法を定めること
ができる」 と定めています。それゆえに,こ こでの質問においては,広 範な自
由裁量が認め られています。 しか しながら,た いていの場合,協 同組合法の規
制は強行的です(残 念なが ら,不相当にその程度が強いのです)。定款で法規
制か ら外れる定めをお くことは,立 法者が明文をもって許容 している場合 にの
み許されます。このことは,と りわけ,協 同組合法7a条,8条 の定款の相対
的必要記載事項によって把握 される問題に関係 します。常に,〔両条 による組
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織設計の〕可能性が利用 され,そ して,当 該協同組合にとって許されているい
くつかの変種のうちどれが最 も有利であるのかが吟味されるべきで しょう。
協同組合協会による模範定款 は,登記済協同組合を拘束するものなのですか。
協同組合協会による模範定款の提供は,協 同組合の発起人にとって,そ のと
きそのときの定款 を起草するに際 して助けになっているはずです。これは,立
法者によって定められた要請 を,実務の経験を顧慮 しなが ら最善の形で受け止
めかつ規整することが可能 となるという長所をもっています。もっとも,模範
定款には短所 もあ り,それは,多 かれ少なかれそれを鵜呑みにして丸写 しされ
るとい う危険があることです。こうして,登 記済協同組合の組合員か ら見て,
その協同組合の特殊性が定款の中に反映されているのが分からない という事態
になることが稀ではあ りません。 しかし,いずれにして も模範定款は,登 記済
協同組合にとって,定 款を推敲するときのための拘束力のない補助手段なので
す。
登記済協同組合は,7名 未満の組合員でも設立可能なのですか。
登記済協同組合の設立には,協 同組合法4条 により,最低7名 の組合員が必
要となります。この最低数を下回ることは許され ません。これは,設 立の場合
に適用 され,さ らに設立後ないしは登記後も変わることなく効力 をもち続 けま
す。そ してこれは,民法56条による登記済社団の構成員の最低人数と同じです。
以上のことか ら,協同組合が協同組合登記簿に登記 されるのは原始定款が最低
7名によって署名 された場合のみであるということが引き出されます。 ところ
で,似 たような状況が登記済協同組合にとって も発生 します。それは,組合員
の数が,後 に7名未満となったときです。この場合,協 同組合は,協 同組合法
80条1項によって解散 しなければなりません。 しかし,設立された登記済協同
組合は,解 散までまたは最低組合員数に再び戻るまで一時的に存続 します。し
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か しなが ら,この理疵は,遅 滞なく除去されなければなりません。
設立に際 して,機関の選出は,どのような原則 に基づいて行われるのですか。
役員の選出は,自 己機関性の原則により行われます。この原則によれば,こ
れ らの役職については組合員のみが被選出対象 とな ります。その際,組 合員た
る地位は,遅 くとも協同組合の登記 とともに取得 されなければなりません。理
事会お よび監事会は,そ の都度,長 と代理人を互選 します。選出のためにどの
ような選挙形式を用いるかは,定 款の中で定めた り,あるいはその都度,決 定
することがで きます。選出された理事 と監事の氏名は,数字の付 された投票結
果を明 らかに して,創 立総会議事録または別の選出議事録に記載されます。公
正さを証明するために,議長,書 記,そ れか らすべての理事の署名が必要とな
ります。それ以外にも,会議の場所 と日付が記されていなければなりません。
協同組合の(監 査)団 体への加入 も,登記済協同組合の設立手続きの一つな
のですか。
協同組合法54条によれば,すべての登記済協同組合 には,主務官庁によって
監査権が与えられている協同組合協会への絶対的加入義務が存在 します。 この
際,協 同組合が どの監査団体に所属するかについては,基 本的に協同組合の自
由です。設立 に際 して,協 同組合登記簿における登記済協同組合の登記は,常
に,協 同組合法11条2項3号によって,加 入承認証明書の提出を前提条件 とし
ています。この限 りで,団 体への加入は,登 記済協同組合の設立手続 きの一つ
です。このことは,協同組合 とい う法形態の取得(お よび維持)に とって
解散の段階に至っている場合においてす ら(協同組合法64c条)法 定の要
件であることからすれば,当 然のことといえます。
協同組合の設立の監査 も,同 じく,登記済協同組合の設立要件なのですか。
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法に基づいているということについての要件である協同組合 の設立の監査
は,初めから協同組合法に定められていたわけではあ りません。設立の監査は,
1973年の改正によって初めて協同組合法に採用されたものです。監査団体によ
る鑑定意見が必要であるという協同組合法11条2項3号の規定は,な るほど明
確 な法的状況を作 り出してはいますが,し かし,そ のような規整の背景は明瞭
ではあ りません。明確 にするための手がか りとなるのが,監 査団体への加入義
務があるということです。解明するためには,保 護されるべ き利益が決定的と
なります。ここでは立法者は,先 ず第一に組合員の利益 を念頭においていたの
です。
登記済協同組合の登記 には,ど のようなことが求められるのですか。
協同組合が協同組合登記簿 に登記されるか どうかの決定は,協 同組合法11a
条によれば,協同組合登記規則15条および非訟事件手続法9条 と関連 して,もっ
ぱら登記裁判所の義務です。その結果,設 立の監査は,団 体が判断を助ける機
能をもつことにな り,そ して登記裁判官にとっては,と りわけ経済的実状の判
断が容易 とな ります。 しかしこの場合,原 則 として裁判所は,団 体による設立
の鑑定書を尊重 しています(非 訟事件手続法11条)。しか しなが ら,そ れに拘
束される義務はあ りません。むしろ裁判所は,さ らに調査 をすることがで き,
例えば,専 門家による鑑定 を求めることができるのです。監査の範囲に関 して
は,登 記裁判所の審査については,団 体による監査 のときと異なりませ ん。つ
まり,先ず初めに,協 同組合が規則通 りに設立 されたのかどうかが確認される
べ きです。このことは,定款が協同組合法の規定を満たしているときに,そ れ
が言えるのです。この とき,この監査は,定 款の内容の形成に関係 します。
協同組合は,い つ権利能力 を取得するのですか。
協同組合は,そ の設立 をもってしてはいまだ権利能力を有 しません。そうで
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はな くて,登 記 によっては じめて権利能力を取得で きるのです。このことは,
協同組合は協同組合登記簿に登記す るまでは登記済協同組合の権利を有 しない
とする協同組合法13条から引 き出されます。ここか ら再び,以 下のことを導 き
出すことができます。すなわち,協 同組合は権利能力な くしても存続すること
ができ,そ して登記を取得 しようと努力するかどうかは協同組合に委ね られて
いるということです。これに加えて,協 同組合 にとって権利能力の取得は,協
同組合が登記済協同組合になる前に通 り抜けなければならない様々な段階を伴
う手続 きであることが明らかとなります。
2.3協 同組合 における加入,組 合員たる地位および責任
登記済協同組合 における組合員たる地位の取得は,ど のようにして,ま た誰
によって可能 となるのですか。
登記済協同組合 における組合員たる地位は,二 つの方法で取得することがで
きます。つまり,設立時に参加する方法と後に(書 面による意思表示 により)
加入す る方法です。このとき,基本的に自然人と法人は誰でも,さ らにはあら
ゆる人的商事会社 もまた,登記済協同組合の組合員になることができます。もっ
とも,登記済協同組合の定款は,そ の都度その都度,組 合員資格を,例 えば一
定の職業に就いていることとか一定の生業を営んでいることといった人的また
は物的条件にかからせることができます。書面による加入の意思表示がなされ
た場合に,そ の加入は,加 入希望者が登記済協同組合の所轄機関(通 常は理事
会)に よって承認されたときにようや く行われたもの とされます。しかも組合
員たる地位は,さ らに,相 続することもで きます。 というのは,そ の組合員た
る地位 は,協 同組合法77条によって組合員の死亡により相続人に移転するから
です。で も,定 款において別段 の定めがなされていない場合 一 相続が
開始 した事業年度末に終了 します。最後に,組 織変更法 によって,協 同組合の
合併の場合 も例外的に(存 続協同組合 における)組 合員たる地位の取得が可能
です。
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民法上の組合 もまた,登 記済協同組合の組合員たる地位を取得することがで
きるのですか。
民法上の組合の組合員 らは,協 同組合法15条により,自然人 として登記済協
同組合の組合員たる地位 を一緒に取得することは前々からできましたが,し か
し民法上の組合それ自体 では取得で きませんで した。 もっとも,この法的状況
は変わりました。連邦通常裁判所1991年11月4日決定(II]ZB10/91)は,民
法上の組合に対 して,登 記済協同組合の組合員になる可能性を原則 として認め
ています。 このとき,民法上の組合は,自然人と同様,持 分をもって登記済協
同組合に参加 しなければなりません。同じく民法上の組合は,協 同組合の総会
において投票 をすることができます。ただこの投票は,通 常,民 法上の組合の
業務執行組合員に委ねられることになるでしょう。
登記済協同組合における組合員たる地位は,
けるのですか。
どのような権利 と義務 を基礎iづ
協同組合に所属 していることにより,各組合員には,権 利 と義務が基礎づけ
られます。重要な権利は,経 済的活動に参加 して登記済協同組合の利点を享受
することです。この とき,例 えば,商 品の購入,器 機や貸付 けの供与の利用 と
いった協同組合的施設 ・制度の利用が考えられます。この他の財産的価値のあ
る権利は,と りわけ,剰余金の使用に関与することや解散時の分配金の支払請
求権です。登記済協同組合 において,と りわけ総会への出席 と議決権,情 報開
示請求権または提案権の行使 を通 じての組合員の共同管理権 もまた,重 要性で
引けを取るものではありません。これらの権利に対応する一定の義務が存在 し
ます。
協同組合における組合員たる地位の特性は,ど こにあるのですか。
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協同組合の組合員が もっている権利 ・義務は,他 の団体法上の企業形態 と比
べた とき,登記済協同組合の特質 を表す重要なものです。〔それは〕組合員た
る地位というものに統合 され,そ の規整は,特 別の 目的ならびに協同組合 とい
う組織形態の特色お よびその特別な構造に従 うものとな ります。このとき,人
が資本に優先するということと組合員が人的に協力するということが,法 律上
の規整において重要な位置を占めます。 したがって,組合員たる地位 もまた原
則 として譲渡できません。例えば株式会社,有 限会社あるいは合資会社 におけ
るのとは異なる協同組合における組合員の協力 も,こ のことと結びついて規整
されます。それと同時に,組 合員の権利 ・義務は,特 別に統一的かつ平等であ
り,組合員の権利平等の原則 に従っています。
登記済協同組合の組合員は,ど のような権利 を取得するのですか。
登記済協同組合の組合員は,財 産権 に分類 される諸権利 を取得 します。これ
を超えて,協 同組合の共同管理のための諸権利 も取得 します。これは,と りわ
け総会への参加 と投票権 を通 して行使 される権利です。協同組合の共同管理の
ための権利の主張は,そ の協同組合がどれだけ協同組合の性質を有 しているか
に決定的に依存 しています。その際,協 同組合の機関を選出する権利および機
関に選出される権利(選 挙権 ・被選挙権),情報 開示請求権(例 えば年次報告
書の閲覧請求権)な らびに臨時総会の招集などの請求権 もまた,こ れに含 まれ
ます。また特に解約告知権 は,登記済協同組合のすべての組合員が有 していま
す。
登記済協同組合の組合員の義務は何ですか。
組合員の義務 としては,先 ず初めに,出 資金の払込義務ない しは持分の任意
の引受けがあ ります。そして場合によっては,追出資義務もあります。しか し,
協同組合においては,財 産上の義務 と並んで,こ の他の義務 もまた常に特別の
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役割を演 じています。このような関連において,と りわけ誠実義務は,言 及さ
れなければならないで しょう。この義務は,組 合員関係に自発的に入ることに
よって生 じ,個 々の利益を共通の利益の背後に置 くことによる協同組合に対す
る意識的な忠誠を含むものです。ここでもまた,自 助組織 としての協同組合的
生活の形成 に個人的に協力するための義務が,重 要 さで引けを取 ることはあ り
ません。その実現な くしては,協 同組合は機能 しないのです。 この種の義務群
は,少 なくとも部分的には,ま さしく登記済協同組合の協同組合たる所以 を作
り出しています。
組合員たる地位は,ど のようにして終了することができるのですか。
協同組合における組合員たる地位の終了は,一 つ一つ挙 げると以下の ような
や り方で可能です。つまり,組合員は第一に,協 同組合法65条により事業年度
末に解約告知 をすることがで きます。次に,転 出があったときに(定 款に脱退
事由として定められている場合に限 り)協同組合法67条により脱退 を通知する
ことがで きます。そ して協同組合法76条により,貸分 を譲渡すれば登記済協同
組合 との財産分割をすることなく脱退することがで きます。例外的に,組 合員
たる地位は,債権者による解約告知の結果 として も終了し,ま た協同組合法68
条の要件を満たす場合の組合員の除名によって,あ るいは解散 とそれによる協
同組合の法的存続の終了との関連でも終了 します。組合員の死亡の場合,そ の
組合員たる地位 は,確 かにさしあた り相続人に受け継がれますが,し か し相続
された組合員たる地位は,通 常は,相 続が開始 した事業年度の終了により終了
します。
登記済協同組合の責任を負うことについては,
ですか。
どの ように定められているの
協同組合法は,2条 によって,協 同組合の債権者に対する責任は協同組合の
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財産のみが担保 となることを明確 に定めています。 この規定は,民 法31条との
関連で協同組合法17条1項により法人 としての協同組合の団体法上の性格から
導 き出され ます。 したがって,協 同組合は財産を所有 し,自 己の名においてそ
して自己の法人格で,協 同組合が責任 を負わねばならない債務を負 うことにな
ります。協同組合 の債権者が,個 々の組合員の財産に直接かかってい くことは
で きません。協同組合の財産に属す るものとしては,貸分 と準備金からなる自
己資本,土 地,建 物,技 術的設備ならびに債権の特徴をもつ債務法上の請求権
といった協同組合が所有権 を有するすべての売却可能なものがあります。これ
らの請求権は,第 三者に対する法律行為あるいは組合員たる地位に基づ く関係
か ら生 じます。協同組合の財産は,そ の法的性質と関係な く,すべての債務に
対 して担保 となっているのです。
そ うであるとしても,登 記済協同組合の組合員 には,ど の程度まで責任が分
担 されうるのですか。
組合員は,協 同組合への出資参加者 としてそしてまた協同組合企業の担い手
として,責任の危険を条件付でのみ分かちもちます。 しか しそのとき,責任の
移転の方法は,一般的にはその都度その都度,組 合員または法人への出資参加
者が置かれている団体法上の関係によって決定されます。 このことは,協 同組
合 に目を向ければ,協 同組合法6条3号 による責任規整は定款の必要不可欠の
構成要素であることを意味 しています。責任の形態に関 しては,協同組合には,
立法者によって広い余地が与えられています。以前,一 般に行われていた規整
は,組 合員は協同組合 に対 して自己責任 という協同組合原則に応 じて有限ある
いは無限の責任を負わねばならない というものでしたが,こ の規整は,破 産の
場合 における有限もしくは無限の追出資義務または追出資義務の排除に席を譲
りました 〔訳注:協 同組合法105条参照〕。
追出資義務は,ど のような金額に定められているのですか。
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協同組合法の立法者は,119条で,組 合員の追出資義務 を,定 款によって定
め られた責任額によって制限しました。破産の場合に組合員は,こ の限度額 ま
で追出資の履行が求められます。このとき,定款によって定められた責任額は,
全組合員にとって平等であり,そ して原則 として,持 分を下ることがで きませ
ん。ただし,上方への限界は存在 しません。
2.4登 記済協同組合の機関:理 事会,監 事会および総会
登記済協同組合の法人としての特徴は,何 を意味 しているのですか。
協同組合 は,株 式会社や有限会社 といった資本会社 と同様 に 法人
構造を有す る私法上の団体です。このことは,法 律または定款によって定めら
れた権限を有する一定の機関が協同組合の中で創設され,そ の選出について組
合員が決定するということを言い表 しています。これらの機関は,場 合によっ
ては起こりうる組合員の変更 と独立 して存続 します。協同組合法によれば,登
記済協同組合 は,協 同組合の意思形成お よび決定が行われる3つ の機関を有 し
ていなければなりません。それが,理 事会,監 事会それに総会です。これ らの
協働 は,個 々の機関の専門的知識によって規定される分業の原則に基づいてい
ます。
理事会の選出は,ど のようにして行われるのですか。
協同組合法は,すべての協同組合 には,協 同組合のために業務執行 を行なっ
て,裁 判上および裁判外で協同組合 を代表する理事会がなければならないとい
うことを出発点としています(協 同組合法24条1項)。立法者は,理 事会は総
会 によって選出され,最 低2人 の理事より構成されるということを 「モデル」
として考えていました。 しかしなが ら立法者は,理 事の数を増や し他の選出方
法(例 えば監事会が選出する)を 定めることを明文で許容し,登記済協同組合
の定款 自治に委ねています(協 同組合法24条2項)。協同組合実務においては,
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この ような可能性は広 く利用 されています。その場合,そ の内容は,多 くの要
因,例 えば協同組合の種類,規 模および目的 といった点に左右 されます。
第三者 に対する代表権限として,ど のようなものが理事会に付与されている
のですか。
理事会は,協 同組合 を自己の責任において指揮 します。 しかしなが ら,その
とき理事会は,定款で制限が定め られていることと総会決議に活動が拘束 され
ることに注意を払わなければな りません(協 同組合法27条1項)。理事会 は,
協同組合法25条により,その責任 を原則 として共同して引 き受けます。しかし,
共同代表につき権限を与えられた理事は,特 定の行為 または特定の種類の行為
を行うために,そ のうちの一人の理事に授権を表明することもできます。これ
は,一 人の理事が参事 と共同して代表権限をもつ場合 にも準用 されます。しか
しなが ら,そ の場合,一 般的に,第 三者 に対する理事会の代表権は制限されず
かつ制限されえないとい う原則か ら出発 しなければなりません。
登記済協同組合の理事会の決議は,ど のようにしてなされるのですか。
理事会の決議は,理 事による会議においてなされます。この会議は,一 般的
には必要に応 じて招集されますが,理 事が招集にふさわしいもっともな要求を
出した ときは,その度ごとに遅滞なく招集されなければなりません。理事会 は,
理事の過半数の出席のあったときに決議 を行うことがで きます。理事会は,原
則 として,有 効票の多数をもって決議を行います。可否同数であれば,提 案は
否決されたことにな ります。証拠になるように,理 事会の決議は常に議事録に
記載されて,出 席 した理事の署名がなされます。通常は定款の中で,決 定が理
事または理事の親族 にとって利益 となるかまたは不利益をもらたす ものである
場合には,そ の理事 は審議 と表決に参加することができないと定め られていま
す。
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どのような任務が理事会の権限に属するのですか。
理事会の任務 は,多彩 といえます。その際,理 事会は,協 同組合法33条にあ
わせて,規 則通 りの帳簿記帳,状 況報告書および年度決算書に特別に注意を向
けていなければなりません。同様に,規 則通 りの経営を行 うために必要不可欠
なあらゆる措置を適時に立案 し,かつ実行することも理事会の義務です。最後
に理事会は,組 合員にとって信頼できる世話を行なったり,組合員名簿を整え
たり,棚卸 しを規則通 りに行なった りすることについても責任を負っています。
義務ではないとして も,通常は,理事会は理事の署名のある職務規程 に従って
活動 します。 この職務規程は,当 該協同組合の具体的状況 により法律 と定款に
よって理事会の活動に求められていることを文書化 しているものです。
理事会の任務の多さは,理 事会の万能性を表しているのですか。
確かに立法者は,も ともと,歴 史的な理解においては,総 会を登記済協同組
合の最高機i関と考えていました。 しかしなが ら,立法者は,遅 くとも1973年の
協同組合法改正のときに,市 場経済の状況の変化 を引 き合いに出してこのモデ
ルを破棄 し,こ うして登記済協同組合の各機関の間の多かれ少なかれ並列的な
関係 に移行 したのです。登記済協同組合の機関の調和の中での理事会の特別な
法的地位は,疑 いなく,あ る程度の強大な権力の中に映し出されています。 こ
のとき,現行の協同組合法の規定による登記済協同組合は決 して草の根民主主
義によって設計されているのではない,と いうことを考慮 にいれておかねばな
りません。むしろ,か つての立法者が考えていた理事会の組合員意思への拘束
は,少 なく見ても広い範囲で理事会の営業政策上の非拘束性 に席を譲っていっ
たということなのです。このことはとりわけ,登 記済協同組合は 〔市場におけ
る〕競争の中でマネージメン トという点か らも機会の平等 を必要 としていると
いうことにその根源があるのです。
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理事会が決定することには,〔金銭的〕価値 という点での制限があるのですか。
理事会は,登 記済協同組合の業務執行機関として,確 かに基本的に協同組合
法と定款に適合 した行動をしなければな りませんが,し か しこの要件に注意す
れば,自 己の責任で登記済協同組合の業務執行のあらゆる措置 をとることが許
されています。例えば,投 資額や取得 しようとしている物の価格の限界は,共
同代表の場合であれ単独代表の場合であれ,理 事にとっては存在 しません。最
終的には,理事は,協同組合法34条により特別な注意義務と責任 を負 うのです。
理事会の特別な注意義務と責任は,ど のような点にあるのですか。
協同組合法34条によれば,理事は,特 別の注意義務 と責任を負っています。
つ まり,理事は,そ の職務 を行 うにつ き通常かつ良心的な業務執行者の注意を
払わなければならず,義 務違反の場合には協同組合に対 して,そ れにより生 じ
た損害の賠償につ き,連帯債務者 として責任 を負うのです。 とくに理事が損害
賠償の義務を負 う場合 として,協 同組合法 または定款の規定に違反して,貸 分
の支払いをなした とき,組合員に利息または利益配当が付与されたとき,組合
財産が分配されたとき,支払不能であるにもかかわらず支払いがなされたとき,
そ して信用が供与されたときがあ ります。もっとも,これらの場合であっても,
その行為が総会の決議の結果としてなされたときは,賠償義務は発生 しません。
監事会は,登 記済協同組合 の中でどのような地位にあるのですか。
監事会は,協 同組合の監督機関です。理事会の形成 と同様に,監事会の形成
もまた登記済協同組合の法的義務です。その際,監 事会は,総 会によって選出
される最低3人 の監事からなります。 しか しながら協同組合法は,定款の枠内
で監事の人数 を増やす ことも容認 しています。協同組合法36条,37条によれば,
監事会 における活動にとって前提条件となる2つ のことが定め られています。
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第一に,監 事は,事 業成果に応 じた報酬 を受けてはならない(も っとも,この
ことから 〔直ちに〕,報酬を受けることができるとい う意味にはなりません)
ということが,そ して第二に,監 事は,同 時に理事であった り協同組合の業務
を執行 していてはならない ということが規定されています。
監事会の特別な権限として,ど のようなものが割 り振 られているのですか。
登記済協同組合の機 関の調和 の中で監事会に割 り振 られている分業の責任
は,協 同組合法38条により,明確に定義されています。それによれば,監事会
は,理 事会の職務の遂行 をすべての分野において監督 し,かつ このため協同組
合業務の経過 について了知 していなければな りません。監事会は,い つでも理
事会 に対 して業務に関す る報告を求め,自 らまたは監事会が指定 した監事を通
じて協同組合の帳簿および書類を閲覧 し,そ して協同組合の有価証券,商 業証
券および商品の現在高 を検査することができます。監事会は,年 度決算書,状
況報告書,年 度剰余金の処分案または年度欠損金の補填案を監査 し,監査の結
果について年度決算書の確定前に総会で報告 しなければな りません。このよう
に定められている諸権限は,か な り広範囲なものです。
監事会の法的な力を特別に特徴づけているのは,ど のような権限ですか。
監事会は,協同組合法40条によれば,裁量に基づいて一時的に理事 を解任 し,
職務の一時的継続に必要な措置をとる権限を有 しています。この種の一時的解
任は,そ れに関わる理事 にとって,そ れ も協同組合にとって も重大 な影響を及
ぼす ものですから,監事会 は,たとえ一時的なものであるにすぎないとしても,
その決定に際しては慎重 に吟味することになるでしょう。監事会はまた,遅 滞
なく総会を招集し,総会 は,自 己の裁量により最終的な決定をするのです。
総会の地位はどの ように規整されているのですか。
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確かに総会は,遅 くとも,登記済協同組合の各機関は上位 ・下位関係にない
ことを明らかにした1973年10月9日の協同組合法改正以降は,も はや協同組合
の最高機関ではありません。そうではあるものの,総 会がいわば協同組合の憲
法制定機関である限 りにおいて,し たがって登記済協同組合の内部で定款統治
権 を行使する機関である限りにおいて,総 会には登記済協同組合の機関体制の
枠内での特別な責任があ ります。しか も,これに加えて総会は,さ らなる決定
権限をもっています。例 えば総会は,協 同組合法49条,50条により,信用供与
制限についての決定や持分の払込みについての決定 をすることができるので
す。
定款統治権の他に,総 会にはどのような専属的権限が与えられているのです
か。
総会の専属的権限の特に重要な視点は,協 同組合法48条によって定められて
います。それによれば,総 会は年度決算書を確定し,年 度剰余金の処分 または
年度欠損金の補填ならびに理事会および監事会の免責について決定 します。こ
のような責任は何 といっても,そ の限 りで総会が戦略的な意思形成過程 におい
て,卓 越 しかつ協同組合の他の機関から際だった役割を演 じているということ
をはっきりと示唆しています。その上,こ のことは,と りわけ,総 会について
は常に組合員の多数がこの手続 きに含め られるということからも説明できるの
です。
総代会は,ど のような条件があれば開催 されるのですか。〔訳注:こ の質問
文 と以下の回答文とは対応 していないように思われるが,翻 訳は原文に忠実で
あることが大原則であると思われることか ら,そのまま訳出する。〕
総会の決議は,協 同組合法43条2項によって規整 されますが,い くつかの間
題については,定款の定めにより,これとは異なって決議がなされます。 しか
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しなが ら,その際,出 席 した組合員の投票によって決議が行われることが常に
原則 となります。ところが,総 会の決議能力 自体 については,協 同組合法は何
も述べていません。定款が他に何 も定めていなければ,総会 は,支 配的見解に
よると少なくとも3名 の組合員が出席 している場合に決議能力があるとされて
います。 したがって,登 記済協同組合総会は,例 えば50%の組合員 しか参加 し
ていない場合であっても,決議をすることができるのです。もっとも,定款を
見ることは常に行わなければなりません。というのは,定款の中で,個別のケー
スのために,協 同組合法 とは異なる定めをすることがで きるからです。このこ
とは,過 半数の得票ということに関しても当てはまります。つまり,原則 とし
ては単純多数決で足 りるのです。しか しなが ら,協同組合法(例えば16条2項)
あるいは定款は,こ れより多い多数を要求することがで きます。 しかも,こ の
点については,ど んな場合でも,投 じられた票が多数であることによって,そ
の都度,決 定されてゆきます。この場合,出 席 している組合員の多数票の数は
重要ではな く,問題とはされません。
登記済協同組合の組合員に複数議決権が認められるのは,
すか。
どのような場合で
協同組合は,自 助組織 として発生 してお り 初めか ら,総会におい
て各組合員が1票(の み)を 有 し,協同組合への参加額やその他の引受額 にか
かわ らしめない という原則を実現する法形態です。いわゆる頭数議決権(1人
1票)というこの原則 は,協同組合的法形態が拠って立つ支柱ですらあります。
この とき,議決権は,組 合員たる地位に結びついてお り,剥奪 されることはあ
りえません。 ところが,1973年の協同組合法改正法は,当 初から議論が戦わさ
れていた規整を例外的なものとして導入 しました。つまり,改正法は,協 同組
合法43条3項で,一 定の要件のもとに,複 数議決権 を定款によって与えること
を認めたのです。 しかも,そ れは,協 同組合の事業経営を特に助成する組合員
に対 してのみ与えられます。そのような組合員 としては,例 えば,組 合員歴が
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長い組合員であることがこれに当たるのか もしれません。このとき,〔1人に〕
3票を超えて与えることは許されません。しかしなが ら,複数議決権の定めは,
特定の決議に際しては,排 除されます。複数議決権は,定款 により 〔付与〕可
能であるとしても,し かし少なくともすべての組合員の相対的平等のために制
限されるものであ り,こ れは,法 律上の規整に由来するものですが
例外的な場合のための規整です。協同組合の実務 においては,こ のような可能
性は,まさしく不平等に使われています。要するに,この可能性は,ある意味,
協同組合 にはなじまないのです。 というのは,そ れは,組合員の平等 という原
則を個別に蔑ろにするものだか らです。それゆえ,複 数議決権 を定款により付
与することは,推 奨されうるものではあ りません。
〔第2部2.1-2.4矢 澤 久純 訳〕
2.5協 同組合の資本基盤 【Kapitalbasis】,監査および終了
共同体的事業経営は,登記済協同組合 にとってどのような役割を担 うのです
か。
協同組合法は,以 下の ような点か ら出発 しています。すなわち,登 記済協同
組合は,共同の,協同組合の諸原則により導かれる事業経営 【Geschaftsbetrieb】
を行いますが,そ れは,属 す る組合員の助成経済 という目的の手段 として機能
するとい う点です。この経営 【Betrieb】は,そ れによって,一 定の期間設定
され,事 業 【Geschaft】の完了に向けた経済活動を追求します。この経済活動
によって,そ れ自体の組織 【Organisation】を明らかにし,対外的に自立 して
いる企業が特徴づけられるのです。このことか ら明らかなのは,経 済活動 をす
る他のすべての企業 と同様,協 同組合には,可 能なかぎり長期にわた り確定し
た,最 小 限の資本 【Kapital】を必要 とす るとい うことです。 したがって,協
同組合の資本基盤に関する問題 は,第一に自己資本形成または自己資本構造の
側面か ら投げかけられます。
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登記済協同組合 において,自 己資本は,ど のようにして,ま た何 のために形
成されるのですか。
協同組合 は,共 同体的事業経営を維持することができるよう,資本基盤を必
ず必要 とします。そこでまず第一に,事 業および責任の基礎 としての,ま た登
記済協同組合の信用力の基盤 としての自己資本に関する問題があ ります。協同
組合における自己資本の調達の典型的な形態は,組合員による持分の引受とい
う方法での参加的資金調達 【Beteiligungsfinanzierung】です。そのことか ら,
登記済協同組合における協同組合法15a条に基づ く組合員たる地位の取得 は,
登記済協同組合に金銭的に関与し,場合 によっては追出資義務 を引受ける責任
と,常 に結びついています。組合員が,定 款に定められる持分 につ き支払うこ
とは,事 業費の前払い 【Betriebsvorschttsse】の法的性質であって,そ れが登
記済協同組合の資産 【Verm6gen】に組み入れ られ,自 己資本の構成要素 とな
るのです。自己資本 は増加 させなければいけませんが,登 記済協同組合 におい
ては,と くに以下の3つ の方法が考えられます。新たな組合員の獲得,持 分の
引上げ,ま たは準備金 【Rttcklagen】の形成,で す。
登記 済協 同組合 におい て,信 用 に よる資金調達 【Kreditfinanzierung】には
どの ような意義 があ るので し ょうか。
信用による資金調達は,常 に,組合員か らの資金調達 【Eigenfinanzierung】
との関連でみなければいけません。両者の問には,相 互に影響 を与えあう関係
があるからです。弁済 【Tilgung】や利払い 【Zinszahlung】が自己資本に影
響を与える一方で,た とえば自己資本 を有することは他方 また信用を利用する
指標 もしくは企業の信用力の指標でもあるのです。た とえば倒産の際の一定の
追出資義務が定款 に定められていれば,実 務上は十分な信用の基盤が この額ま
で拡張されます。資本 を流動化する 【mobilisieren】ための別の源泉 【Quelle】
は,協 同組合の支払能力の調整 【Liqiditatsausgleich】,潜在的な資本供給者
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【Kapitalgebern】の利 用,お よび参加 【Beteiligung】によって開 ける可能性
にあ ります 。 この文脈 にお いて,法 形式上形 成 された,そ れ に よって,資 金調
達 の困難 さ 【Finanzierungsschwierigkeiten】を和 らげ うる可 能性が組 み入 れ
られ るものです。そ こで,協 同組合 は,例 えば合資会社 と提携 しまた は匿名組
合員 を通 じて,資 本 を流動 化 させ る ことが で きるで しょう。
登 記済協 同組合 は,利 益 【Gewinn】お よびそ の獲得 【Erwirtschaftung】に
対 して どの ような関係 にあ るのですか。
登記済協同組合の最大の目的は,協 同組合法1条 に照 らして,組 合員の助成
です。そのことに対応 して,登 記済協同組合は,そ の明らかな関心事が利益の
獲i得,最大化,お よび分配であるすべての営利企業 【erwerbswirtschaftliches
Unternehmen】とは区別されます。この区別は,維持されなければなりません。
とい うのは,協 同組合の法形態は,そ うでない場合にはその特徴および代替不
可能なこと一 そのことによるその生存権 も 団体法の枠内において失わ
れうるからです。協同組合法19条を一瞥 します と,組合員助成 と収益の関係に
関するこの規定の立法者は,おお よそ曖昧にしています。しかしこの規定か ら,
ため らいなく以下のように結論づけることができます。すなわち,協 同組合の
助成使命 は,協 同組合が利益 を得ることを放棄するものではない ということで
す。そうでなければ,協 同組合法19条による利益の分配の定めはほとんど意味
のないものとなるで しょう。とりわけ利益の獲得 をしない登記済協同組合 は,
市場での競争者に対 して,自 らの地位を確保することはほとんどで きないで
しょう。矛盾を解決するには,次 のような観点に立つ しかあ りません。すなわ
ち,利益の獲得は,登記済協同組合 において,最終目的であってはいけません。
また,組 合員助成を覆い隠して しまうものであってもいけないのです。にもか
かわらず,利 益の獲得は,組 合員助成 目的の手段であることを認め られます し
また手段であるべきです。登記済協同組合において,例 えば利益の使用 によっ
て組合員の給付が引 き下げられ,ま たは生産的要素の資金を分担する場合,結
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局は問接的に組合員の経済を助成 しているのです。そのような助成は,協 同組
合法に照 らして疑いの余地のないことです。 とにか く,組合員助成がすべてお
ろそかにされ,ま たは利益の獲得がすべて独立し組合員の助成が行われなくな
ることには,異 議が唱えられるべ きで しょう。
登記済協同組合からの脱退の際,組合員は準備金の請求権を有するのですか。
1973年の協同組合法改正法は,73条3項により,脱退する組合員に対 して,
定款により,任意準備金 【freienRUcklagen】に対する持分を認めることがで
きると規定 しました。これにより,と りわけ,登 記済協同組合にかな り長期に
わたって所属 し,貢献 してきた組合員の欲求に合致することになりました。定
款 には,こ の定めに基づ き,い わゆる参加基金(特 別基金 とも呼ばれます)
【Beteiligungsfonds(auch:Sonderfonds)】を予め規定することができます。
この基金は,組合員が,そ の脱退の際に請求権 を有するものです。 この請求権
は,し か しなが らすべての準備金 【Ergebnisrttcklagen】への一般的な参加に
は広が りえません。脱退組合員の参加基金に対する請求権の要件は,持 分に対
するすべての払込が済んでいることです。これはまた以下のことが認め られて
います おそらく実務上の要請に合わせたので しょう 。すなわち,定
款によって脱退者の請求権 を例えば登記済協同組合への所属の最低期間に係 ら
しめるとか,ま たは他の制限(除 名の場合は請求を拒絶するなど)を設けるこ
とです。
強制所属 【P且ichtmitgliedschaft】は,ど の ように形成 され たのですか。
監査 は,協同組合発展のはじめにおいては全 く役割 を担っていませんでした。
1889年協同組合法が初めて,裁 判所の決めた監査人による監査を義務 として規
定 しました。にもかかわらず,こ の監査方法はますます形だけのものに堕 して
いきました。 というのは,当 時まだ監査団体に属 しなくてよく,実際属 してい
協同組合法概観 293
なかった協同組合は,煩 雑な監査団体監査 をしばしば逃れ,そ れに代 えて,自
ら選んだ監査人 【Prttfer】を推薦 し委託することができたのです。さらに,こ
の監査人は,通 常,協 同組合の,例 えば助成 目的または自己資本の脆弱さとい
う特殊性を,監 査の際に十分考慮することができなかったのです。そのような
任務は 相応の世話 と結びつけられていますが 監査 団体監査 により,
適切かつ能力のある監査人によってのみ実現 されうるのです。この前提条件は,
登記済協同組合の監査団体への強制所属でしたが,1934年10月30日の協同組合
法改正法によって実現されました。すでに1889年に実現 されていた登記済協同
組合の一般的な監査義務は,今 や協同組合法54条に基づ き協同組合の監査団体
に従 うというすべての登記済協同組合の義務 と結びつけられました。監査団体
は,協 同組合法63条によって,所 轄最上級官庁(現 在は州経済省)か ら,監査
権限を付与されているものです。
協同組合法 の立法者 は,義 務監査 と強制加入 【Verbandszwang】をなぜ結
びつけたので しょうか。
協同組合法53条による義務監査は,強 制所属 と結びつけることでその完全な
実効性を達することがで きます。協同組合法11条2項3号によって,協 同組合
は監査団体の会員たる地位を取得することが達せ られます。 さらに,協 同組合
法54条は,協 同組合の存立の期間,会 員たる地位が保持されることに配慮 して
います。 というのは,も しそうでなければ,協 同組合法80条と関連する54条2
項 〔訳注:54a条2項の誤 りか〕に基づ き,強制解散が差 し迫るか らです。 こ
のことは,し か し,協 同組合が監査団体 を変更できないことを意味するもので
はあ りません(こ れは結社の自由と矛盾することになるでしょう)。協 同組合
法54a条によって,一 方ではこの権利が保証されます。他方,協 同組合 の脱退
の際の団体 による届出義務は,指 示される強制所属の事実が達成 されることを
保証することになります。協同組合法54a条は,54条か ら導かれるものであ り,
加入義務 【Anschlussp且icht】を貫徹するために不可欠です。 このことは,す
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べての登記済協 同組合の業務執行および資産状況の定期的な監査を,広 範かつ
統一的な根拠 によって実行することを許容 します。
なぜ協 同組 合協 会 【Genossenschaftsverbande】だけが登記済協 同組合 の監
査 につい て公認 され ているのです か。
協同組合協会 は,監査任務の実現 に関 してとくに公認 されてきましたし,今
も公認されています。というのは,それは,協同組合類似の組織原則 に基づ き,
また歴史的に発展 した協会の,利 益代表 【lntereSSenVertretUng】という任務
によって,協 同組合の経済的社会的使命 ととくに密に結びつけられているか ら
です。そのことにより,監査団体は,不 可欠の専門知識により,協同組合の観
点に立って懸案の任務をなす能力があるのです。存する公然の利益および,監
査団体が唯一の監査の担い手として,監 査されることが義務 となっている協同
組合に対 して独 占的地位を有するという状況により,結局監査団体は国の監督
下に置かれる(協同組合法64条)とい うことが明 らかとな ります。国の監督は,
とくに監査権の付与および規則にのっとった監査の実行を保証するさらなる基
準によって,実 現 されます。強制所属 によって,国 は,公正な利益調整 をもた
らすことがで きます。また協同組合の利益が とくに保護する意義があるという
ことは,直 接,中 流層を助成するという協同組合の目的設定からもたらされま
す。 この点においては,し たがって独 占形成の集中に基づ く傾向 と釣合いの取
れるものを体現 してます。
義務監査 と強制加入の規定は,要請 に合致するのですか。
登記済協同組合の義務監査 は 協同組合の監査団体への強制所属 と類似
して 一瞥すると明らかにそれ自体制限的傾向を有 します。詳細に見れば,
協同組合の法形態に付着する構造的な弱みはそれによって取 り除かれるという
ことを示 しています。監査 は,と りわけ欠けている基本資本 に対 して,組 合員
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の責任 を制限す る可能性 との関連でなされます。したがって,協 同組合の信用
力を強化 し,債権者保護に役立ちます。協同組合は,特定の監査団体に 「束縛」
はされません。むしろ登記済協同組合は,原 則 として監査団体 を変更すること
ができます。団体の変更は,す なわち協同組合法54a条によって明文で記 され
たすべての協同組合の権利なのです。
登記済協同組合の終了はどのようにして起こりますか。
登記済協同組合の終了は,基 本的に解散手続において生 じます。根拠は以下
のようにな ります。総会での解散の決議(協 同組合法78条),定款に定められ
た期間の経過による解散(同 法79条),登記済協同組合が監査団体に属 してい
ない場合 もしくは組合員の人数が7名 を下回った場合の登記裁判所による決定
(同法54a条)または違法行為 もしくは公共の福祉の危殆化に基づ く当局によ
る解散(同 法81条)。さらに,合 併 または破産の場合 も登記済協同組合の最後
となりえます。
〔第2部2.5道 野 真弘 訳〕
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第3部 協同組合法上の重要語い集
Absatzgenossenschaft販売協同組合
協 同 組 合 の 一 種 で あ り,特 に農 産 品 協 同組 合 【1andwirtschaftlicher
Warengenossenschaften】の外形 をもって現 れ,組 合 員の農産物 をあ らか じめ
加工 ・処 理 した後,商 人 または消費者 に対 して販 売す る もの。
Abstimmung決議
登記済協同組合の総会,監 事会または理事会の意思決定であ り,単純過半数
を要求する議決 【BeschlUssen】と相対的多数で十分とする選挙 【Wahlen】を
区別 しなければならない(協 同組合法43条2項)。
Alternativgenossenschaft代替的協同組合
協同組合的なものとして志 を同 じくす る者どうしが結合 した形態であり,実
務上 【inpraxi】もっぱ ら協同組合法の要件を斜酌せず,し たがってしばしば
協同組合登記を経ていないものであるが,例 外的に協同組合法に基づ き生産協
同組合 【Produktiv-】または住宅建設協 同組合 【Wohnungsbau-】として設立
することが認め られる。
Amtsniederlegung辞任
重大 な事 由 に基づ く協 同組合 の理事 に よる即時辞 職の形態 であ り,そ の行為
は受領 を要す る 【einseitigeempfangsbedUrftigel単独 の意思表示 であ り,正
式 な雇用 関係の解約 を伴 い うる し,ま た場合 によっては雇用 関係 を継続 しつつ
とい うこ とも考 え うる。
Anfechtung取消
権限のある組合員が,法 令 または定款違反を伴 う総会の決議に対 して裁判に
より追及する行為。その際,理 事会お よび監事会が共同して代表する取消訴訟
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【Anfechtungsklage】は,協 同組合 を被 告 とす る(協 同組合法51条3項)。
Anmeldung申請
協同組合の理事会による協同組合登記簿への記載を目的とする表示行為。そ
の際,申 請には署名 された定款,理 事会および監事会の議事録謄本,協 同組合
の 〔加 入〕 許 可 の も とで の 監 査 団体 【PrUfungsverband】の 証 明 書
【Bescheinigung】および鑑定意見 【gutachtlicheAuBerung】を添付 しなけ
ればならない(協 同組合法11条2項)。
Aufl6sung解散
協同組合の終了行為(清 算 【Liquidation】とも)。4分の3以 上の多数によ
る総会決議 に基づ くとき(協同組合法78条),存続期問の満了の とき(同法79条),
組合員数が7名 を下回る場合(同 法80条)または協同組合が監査団体に属 して
いない場合(同 法54a条2項)は登記裁判所 の決定によるとき,協 同組合が違
法な行為 【Handlung】により公共の福祉を脅かす場合 または協同組合法1条
の示す事業 目的 と異なる場合は官庁の決定によるとき,で ある(同 法81条)。
Aufsichtsrat監事会
協同組合 において,同 列に置かれている理事会による業務執行の監督機関で
あ り,定款に特段の定めのないかぎり,総会で選出された構成員3人 か らな り,
一連の責務 と権限を有するが,その構成員は業務上の利益 【Geschaftsergebnis】
に応 じて算定された報酬(役 員賞与)【VergUtung(Tantieme)】を得ていな
いことを要する(協 同組合法36条以下)。
Auseinandersetzungsanspruch分割 請求権
協 同組合 か らの脱 退の際 の,協 同組合 の資産状況 【Verm6genslage】お よび
組合 員 の数 に よ り定 め られ る分 割 時 に得べ き貸 分 【Auseinandersetzungs-
guthaben】に対す る組合 員 の請求権で あ り(協 同組合法73条1項),脱 退後6ヶ
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月以内に現金が支払われる(同 条2項)。
Auskunftsrecht情報請 求権
協 同組合 の業 務 に関す る総 会構 成員 の権 利 であ り,議 題 【Tagesordnung-
spunkt】につ いて,情 報提供 を受 け 【lnformation】,意思決定 しまた は規則 に
の っ とった処 理 をす るため に必 要 な範 囲内に限 られる。
AusschlieBung除名
事業年度の終わりに当たって,同 種の事業を行 う同地区の他の協同組合の組
合員たる地位 に基づ き(法律上の除名事由)ま たは定款に予め定め られた除名
事由により組合員たる地位が終了すること(協 同組合法68条)。
Austritt脱退
組合員の住所変更により,事業年度の終わ りに書面による明示の脱退の意思
表示 に基づ き(協 同組合法67条)または事業年度の間に貸分 【Geschafts-
guthaben】の譲渡 により(同法76条),組合員たる地位が終了すること。
Beirat委員会
協同組合 において,と りわけ業務執行機関 としての理事会の決定の下準備と
してその審議に関し,ま たは他の目的例えば利害の対立の仲裁 に関 して契約自
由の原則 により設置することができる機関であるが,強 行的に定め られた機関
構成 と十分整合性 を有する場合 にのみ効力が認められる。
Beitritt加入
協同組合の協同組合登記簿への記載の後,(自由意思にもとづ き)書面 によ
る意思表示によって組合員たる地位を取得すること(協同組合法15条,15a条)。
協同組合法概観2gg
Beteiligung参加
継続的な関係の確立により 〔協同組合〕自体の事業に資する他の企業の議決
権ある持分を引 き受けることであ り(商法271条),組合員の所得もしくは経済
の助成または協同組合 の公共の福祉への努力に確実に寄与す るときにのみ許容
される(協 同組合法1条2項)。
Demokratieprinzip民主 主義原則
協 同組合 また は個 人の グルー プが 同程 度の議決権 によ り 目下の決
定事 項 を下す ため に,委 託 され た代 表 者 と して決 定 受託 者 【Entscheidun-
gstrager】として公認す る決定権 限 【Entscheidungsgewalt】。
Dienst-undWerkvertragsgenossenschaften役務提 供 ・製造 請負協 同組 合
事 業 目的が,(民 法611条の意 味 にお け る)役 務 の提 供 また は(同 法631条の
意味 にお ける)製 造 請負 契約 の締結で ある協 同組合 で,組 合員 の営業 におけ る
商 品の生 産 の助 成 のた めの もの(例 えば営業補 助役務 【Betriebshilfsdienst】
または共 同肥 育 【MastgemeinschaftD。
Dividende配当
協同組合の剰余金の分配であ り,貸分 【Geschaftsguthaben】に対する特定
の割合で組合員に分配 される。前提条件および根拠は,む ろん年度剰余金に関
する総会または総代会の決議である(協 同組合法48条1項)。
Ehrenamt栄誉職
登記済み協同組合における役職であ り,無報酬だが,し ばしば立替金 ・経費
を補償 して副業的になされるもの。
Eigenkapital自己資本
組合 員が払 い込ん だ貸分 【Geschaftsguthaben】お よび積 立金 【RUcklagen】
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Einkaufsgenossenschaft購買協同組合
協同組合の一形態であ り,と りわけ原材料の購入 と同時に,よ り広範なサー
ビス業を行いつつ,ほ とん どの場合組合員の生産品を販売,商 品化することを
業 とするもの(フ ルサービス協同組合)。
Ein-Mann-eine-Stimme-Prinzip一人一議決権の原則
各組合員は,出 資持分の数,事 業出資金の額,組 合員になってからの期間,
登記協同組合 との取引の規模に関係 なく,原則として一つの議決権のみを有す
るという原則(協 同組合法43条3項)。
Eintragung登言己
協同組合登記簿への記載に関する所轄官庁の決定であ り,協同組合の設立手
続はこれによって完了する(-協同組合法11条,協同組合登記手続規則11条以下)。
Entlastung免責
業務執行に対する同意表明,規 則 にのっとった計算書類の受領および他の業
務執行に対する信任表明としての,総 会による理事会および監事会の 〔責任か
らの〕解放 【Freistellung】。
F6rderauftrag助成使命
協同組合の唯一 ・専 らの 目的であ り,共同体的経営 による組合員の所得 また
は経済を増進 させること。
GemeinsamerGeschaftsbetrieb共同経営
協同組合法1条 により協同組合の組合員に対する助成使命の履行に関して不
可欠の措置である。経営 とは,物 的人的手段の組織的統合を基礎 にした企業家
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的な活動であり,ま た自らの企業の枠内における計画的かつ永続的に企図され
た活動であると理解 されるべきである。登記済み協同組合によるこのことの具
体化において,そ の担い手は組合員でなければならい。
Generalversammlung総会
協同組合の意思形成において組合員の直接的関与を保障する機 関であって,
定款お よび一連の事項 について独占的権限を有す るもの(協 同組合法43条以
下)。
Genossenschaft'協同組合
共同体的経営により組合員の家計または経済の助成を目的とした構成 員数が
制限されていない組合(協 同組合法1条)。
GenossenschaftlicheAktiengesellschaft協同組合的株式会社
協同組合的な設定 目標 の実現のための法形態であ り,株式会社の中立的で柔
軟 な法形態 を協同組合的な経済活動に適合 させることにより特徴づけられた。
Genossenschaftsarten協同組合の種類
協同組合の出現形態であり,協同組合法 には例示列挙されるのみであるが,
その全体的な多様性によって,協 同組合の法形態の応用の可能性が多様である
ことを如実に表 している(協 同組合法1条)。
Genossenschaftsprinzipien協同組 合原則
例 えば と りわ け 自治 【Selbstverwaltung】,自助 【Selbsthilfe】,自己責 任
【Selbstverantwortung】,民主主 義お よび助 成経済 【F6rderwirtschaftlichkeit】
とい った協 同組合 の重 要 な特 質の普遍化 であ り,協 同組合法 におけ る当為命 題
【Sollsatzen】の形 に反 映 され,協 同組合 法 の適 用お よび解釈 に とって不可 欠
な もの である。
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Genossenschaftsregister協同組合 の登記
登 記裁判所 としての区裁判所 に よって,商 業登記 と同様 の原則 に基づい てな
され る登記 で あ り,協 同組合 お よびその法 的状況 【Rechtsverhaltnisse】を言己
載す るた めの ものであ る。 それ に よって,法 的取 引 【Rechtsverkehr】にお け
る信 頼 性の要 求 に合 わせ て,特 定 の事項 を周 知す る ものであ る。
Geschaftsanteil持分
個々の組合員が可能な資本参加の最高限度額であって,定款に定め られ,個々
の組合員は,さ らに持分を得ることができるかどうかには左右されず同等でな
ければならない(協 同組合法7条1号)。
Geschaftsftthrung業務執行
企業の目的たる事業の実現および組合の助成使命の履行 に資する法律行為お
よび事実上の措置のすべて。
Geschaftsguthaben貸分
組合員の事実上の貸付金 【Guthaben】す なわち剰余金または損失によって
変化する出資額 【Einlage】を算定 し,組合員の組合に対する実際の資金面で
の関与 【Beteiligung】を明 らかにする額で,組 合員たる地位の財産権上の核
をなし,また剰余金および損失金の分配(協 同組合法19条)または清算(同 法
91条)において規準 となり,協同組合の自己資本の構成要素 として組合員たる
地位にとどまる問は払戻 しの禁止 【Auszahlungsverbot】に服するものである
(同法22条)。
Gleichbehandlungsgrundsatz平等取 扱い原則
全 ての組合員 を同様 の条件 の も とで平 等 に取扱 うとい う原則 。そ の根 拠 は,
組合 員の助 成共 同体 【F6rdergemeinschaft】と しての協 同組合 の性 質 お よび
相互 の誠実義務 【gegenseitigenTreupflicht】にある。
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GrUndung設立
法律上の規定 【Normativbestimmungen】の充足(最 低7名 の組合員および
書面により発起人が署名 した定款),登記のための定款の提出および協同組合
登記簿への登記により協同組合 を設立すること。
GrUndungsprttfung設立検査
協同組合の登記の前になす登記裁判所の検査で,組 合の設立,申 請お よび人
的経済的状況について,実 質的形式的に規則にのっとっているかを調べる。
Haftsumme責任限度額
追出資義務が制限的に課されている協同組合である場合 に,組合員が追出資
しなければならない最高限度額であり(協 同組合法6条3号),協 同組合の設
立の際に定款 【Statut】で定められ,か つ組合員の持分 よりも低額でないこと
が必要である(同 法119条)。
Haftung責任
協同組合財産によ り協同組合が債権者に対 してその債務 を保証 しなければな
らないこと(協 同組合法2条)。
Kreditgenossenschaft信用協 同組合
ユニバ ーサルバ ンクの形態 を とる協 同組合 の一種 であ り,銀 行 業務 を対象 と
し,組 合員 の需要 を満 たす活動 を行 う ものであ る(た とえばフ ォル クスバ ンク
【Volksbanken】,ライフ ァイゼ ンバ ンク 【Raiffeisenbanken】,シュパ ル ダバ
ンク 【Sparda-Banken】)。
KUndigung解約告知
協同組合の組合員たる地位の終了形態であ り,少な くとも6ヶ 月の期間を定
めて事業年度の終わ りに書面で意思表示することを要 し(協同組合法65条),
304 商 学 討 究 第57巻第1号
通常は当該組合員または例外的に当該組合員の債権者(同 法66条)によって意
思表示 され,そ の結果,分 割時に得べ き貸分の払戻 しを受けることができる。
Mehrstimmrecht複数議決権
協同組合の経営に特に貢献 している組合員にのみ正当化 されうる権利であり
(協同組合法43条3項),その場合で も3票 を超えて与えることはできない。
Minderheitsrecht少数派の権利
多数派の決定は原則 として少数派 をも拘束するが,組 合員の固有権を侵害す
る決議をするに際 して甘受すべき義務が制限されるとい う意味で,少 数派を保
護する権利。
MindestzahlvonMitgliedern最低組合員数
協同組合の組合員の数は,最低7名 以上でなければならず(協同組合法4条),
それを下回ることとなったことを理由にして,登 記裁判所は組合 を解散 させる
ことができる(同法80条)。
Mitgliedschaft組合員たる地位
協同組合 に属 していること。これは,法 的平等の規準に従い,組 合の団体法
上の特質を顧慮することによって,財 産権 として確立された権利義務お よび団
体の権利義務 を組合員に基礎づけるものである。
Mustersatzung模範定款
協同組合協会による提案であ り,組合の発起人がその定款作成において参考
とするものであるが,発 起人を拘束するものではない。
Nachschussp且icht追出資義務
定款で定め られた組合員の協同組合に対する支払義務であ り,破産の場合,
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その手続の開始の時に現存する資産で債権者を満足 させることがで きないとき
に,破 産財団に対 して追加的に払込 まれるものである。
NichtigkeitvonBeschlUssen決議の無効
強行法規もしくは定款の定めまたは善良の風俗に違反する決議に生 じる法的
な効果であ り,また,取 消の訴えにより無効であるとされた場合 にも生 じるも
のである。
Nichtmitgliedergeschaft員外取引
協同組合の経営を,定 款により員外者にも拡大が可能な範囲でなされる取引
のことである(協 同組合法8条)。ただ し,そ れによって組合員助成 を妨げな
いことを条件 とする。
Organe機i関
登記済協同組合の意思形成および決定 を行 うもの。自己責任による業務執行
の義務 を負 う機 関としての理事会(協 同組合法27条),監督機関としての監事
会(同 法38条),組合員の全体集会 としての総会(同 法43条),および一定規模
以上の場合に認め られる総代会(同 法43a条)がある。
P且ichtmitgliedschaft夏蜜制所属
協同組合が,協 同組合の世話的監査 【Betreuungsprttfung】を実施する監査
団体 に協同組合が所属することであ り,その重要性はそれが登記の要件となる
ことか らも明らかである(協 同組合法11条)。
〔訳注〕世話的監査 とは,監 査 団体の監査 が強制的な ものではな く,助 言 ・指導
にとどまるものであるが,か といって任意の もので もない。指導監査 と
いう訳語もある。
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Pflichtprttfung義務監査
協同組合協会(監 査団体)に よる,協 同組合の,財 政状況および業務執行が
規則 正 し く行 われているか を確認す る 目的で なす助言,監 督 お よび世話
【Betreuung】という要素か ら構1成される(協 同組合法53条)。
Primargenossenschaft第一次協 同組合
各協 同組合組織 の基本 単位 【Grundzelle】で あって(単 位協 同組合 ともい う),
歴史 的に も協 同組 合形態 の起 源で あった もの。
Produktivgenossenschaft生産協 同組合
協同組合の一形態であり,その組合員が共同所有者であるだけでなく,同時
に登記済み協同組合の(手 工業,工 業 または農業の)事 業の従事者で もあるも
の。
PrUfungsbericht監査報告書
監査の結果に関する協同組合協会の書面による報告であ り(協同組合法58条
1項),商法321条が準用されなければならない。
PrUfungsrecht監査権
協同組合監査団体が所在地を置 く地域 を所轄する最上級州官庁 により与えら
れる監査団体の権限であ り(協同組合法63条),権限の付与なしに義務監査を
行 うことはできない。
PrUfungsverband監査団体
協同組合の監査を担当する協同組合協会であ り,法律に定め られた手続に基
づき監査することを要 し,そ の活動 【Wirken】は国による監督 に服 し(協 同
組合法54条),定款においてさらに別の任務(例 えば世話 【Betreuung】)を果
たす ことがで きるが,自 らの経済的利益 の追求 を要 しない ものである(同 法
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63b条)。
RUckvergUtung払戻 し
組合員の売上額 に基づ きそれを唯一の基準 として組合員 に対 して剰余金を分
配すること。それによって,組 合員が(協 同組合法1条 による助成原則の結果
としての)そ れが事後計算 【Ex-Post-Kalkulation】を根拠 として,前 もって多
めに支払 われまたは少 なめに受け取 ったものを払い戻 しまたは後払いを受け
る。
Satzung定款
組合の基本秩序 【Grundordnung】(規則 【Verfassung】)の上位概念であ り
(Statutとも同義である),組合員と登記済協同組合の法的関係の根拠であっ
て,要 式性 を有 し,・強行規定も任意規定も存する(協 同組合法5条 以下)。
Satzungsautonomie定款自治
組合の自治権であ り,法秩序 に合致するよう定款 を作成 し,立法者が認める
範囲内で一般規定 とは別の定めを置 くこと。
SonderrechtederMitglieder組合員の固有権
登記済み協同組合の個々の組合員の法的地位であって,他 の組合員の一般的
な組合法上の権利を超越するもの。定款 に根拠を有 し,権利者の同意なく多数
決によって制限 した りはく奪することはできない。
Stimmrecht議決権
各組合員が総会において投票する権利であ り,原則 として引受けた持分 また
は貸分の額にかか らしめることがで きる(協 同組合法43条3項)。
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Treuep且icht忠実義務
信 義誠 実 の法律 上 の具 現 であ り,登 記済 協 同組合 が,そ の弁 済提供
【leistungsangebot】や企業法上の関係において特別な方法で組合員の要請 を
考慮に入れる義務を負 うもの(協 同組合法1条)で あると同時に,組 合員 もま
た,組 合の利益を増進し,組合 を害する行為 をしないようにする義務を負 う。
Umwandlung組織変 更
合併 【VerschmelzungL分割 【Spaltung】,財産譲渡 【Verm6gensUbertragungl
または形式 変更 【Formwechse1】に よる登 記済協 同組合 の重要 な構 造 変革 の
こと(組 織 変更法1条)。
Verbund協会
協同組合および域内 ・域外の連合の協働体制であり,任意に設立され,さ ら
に増強され組織化され,半 永久的に設置 されるもの。
Vertreterversammlung総代会
協 同組合の機関であ り,組合員が1500名を超える協同組合において,任 意に
定款により総会に代わって置かれ,い かなる場合で も最低50名を下らない構成
員 を有するもの(協 同組合法43a条)。
Vorstand理事会
総会 【Generalversammlung】で選任 された少 な くとも2名 の構成 員 に よる
協 同 組 合 の 執 行 機 関 【Leitungsorgan】で あ り,協 同 組 合 の 業 務 執 行
【geschaftsftthrung】す なわち裁判上裁 判外の代表権 につ き責任 を負 うもの(協
同組合法24条以下)。
Zentralgenossenschaft中央協 同組合
大規模協 同組合(株 式会社形態 の ものを含 む)で あって,そ の組合 員が 第一
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次協同組合(単 位協同組合)で あ り,その設立の意図が,市 場経済競争におい
て相当の経済的な重要性の面で他の大企業 と対抗する点にあるもの。
〔第3部 道野 真弘 訳〕
